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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシアントナー粒子を有するシアン
トナーであって、
　前記シアントナーは、示差走査熱量計を用いて測定した吸熱曲線において、温度３０乃
至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱ピ
ークの極大値が６５乃至１０５℃であり、
　粉体状態の前記シアントナーを分光分析によって測定したときに、波長５００ｎｍにお
ける反射率が４５乃至８０％であり、波長６００ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であ
り、かつ明度Ｌ*が４５乃至７５であることを特徴とするシアントナー。
【請求項２】
前記ワックスが炭化水素系ワックスであることを特徴とする請求項１に記載のシアントナ
ー。
【請求項３】
前記シアントナーに含有される着色剤が、粒径０．０５乃至０．５μｍの粒子を着色剤全
体に対して７０個数％以上含有していることを特徴とする請求項１又は２に記載のシアン
トナー。
【請求項４】
前記結着樹脂は、（ａ）ポリエステル樹脂、（ｂ）ポリエステルユニットとビニル系共重
合体ユニットを有しているハイブリッド樹脂、（ｃ）ハイブリッド樹脂とビニル系共重合
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体との混合物、（ｄ）ハイブリッド樹脂とポリエステル樹脂との混合物、（ｅ）ポリエス
テル樹脂とビニル系共重合体との混合物、及び（ｆ）ポリエステル樹脂、ポリエステルユ
ニットとビニル系共重合体ユニットを有しているハイブリッド樹脂、ビニル系共重合体と
の混合物からなるグループから選択される樹脂を主成分とすることを特徴とする請求項１
乃至３のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項５】
前記ワックスとワックス分散媒体とを含有するワックス分散剤を含有し、前記ワックス分
散媒体は、ビニル系樹脂とポリオレフィンとの反応物であることを特徴とする請求項１乃
至４のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項６】
前記ワックス分散媒体は、スチレン系モノマー、窒素含有ビニルモノマー、アクリル酸系
モノマー、及びメタクリル酸系モノマーから選ばれる一種又は二種以上のモノマーを用い
て合成された重合体と、ポリオレフィンとをグラフト重合したものであり、前記ポリオレ
フィンは、示差走査熱量計（ＤＳＣ）によって測定される昇温時の吸熱曲線において、最
大吸熱ピークのピーク値が８０乃至１４０℃にあることを特徴とする請求項５に記載のシ
アントナー。
【請求項７】
前記ワックス分散媒体のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による分子
量分布において、重量平均分子量（Ｍｗ）が５，０００乃至１００，０００であり、数平
均分子量（Ｍｎ）が１，５００乃至１５，０００であり、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平
均分子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が２乃至４０であることを特徴とする請求項５又
は６に記載のシアントナー。
【請求項８】
前記ワックスのゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による分子量分布に
おいて、メインのピーク分子量が３５０乃至２，４００の領域にあることを特徴とする請
求項１乃至７のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項９】
前記シアントナーは、芳香族カルボン酸の金属化合物を含有することを特徴とする請求項
１乃至８のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項１０】
円相当径が２μｍ以上の粒子を対象としたシアントナーの平均円形度が０．９２０乃至０
．９４５であることを特徴とする請求項１乃至９のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項１１】
前記シアントナーは、粘弾性特性において、温度１２０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’120

）が５×１０2～１×１０5［Ｐａ］であり、且つ温度１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’

180）が１０～５×１０3［Ｐａ］であることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか一
つに記載のシアントナー。
【請求項１２】
前記トナーをペレット状に加圧成型した試料に、温度１２０℃において４．０×１０3Ｐ
ａの圧力を加えた際の変形量（Ｒ200）が４５～６５％であり、且つ該試料に温度１２０
℃において１．０×１０4Ｐａの圧力を加えた際の変形量（Ｒ500）が６５～８５％である
ことを特徴とする請求項１乃至１１のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項１３】
前記シアントナー粒子は、少なくとも結着樹脂、着色剤及びワックスを溶融混練し、該混
練物を冷却して粉砕することによって製造されたものであることを特徴とする請求項１乃
至１２のいずれか一つに記載のシアントナー。
【請求項１４】
前記シアントナー粒子が、該混練物を粉砕した後、更に分級を行うことによって製造され
たものであることを特徴とする請求項１３に記載のシアントナー。
【請求項１５】
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淡シアントナーと濃シアントナーとを用いて画像形成を行う画像形成方法に用いられる淡
シアントナーであることを特徴とする請求項１乃至１４のいずれか一つに記載のシアント
ナー。
【請求項１６】
淡シアントナーの明度Ｌ*の値をＬ*（ａ）とし、濃シアントナーの明度Ｌ*の値をＬ*（ｂ
）としたときに、濃シアントナーとの関係が、下記式を満足することを特徴とする請求項
１５に記載のシアントナー。
　１０≦Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）≦３０
【請求項１７】
静電荷像担持体に第一の静電荷像を形成し、該静電潜像を第一のシアントナーで現像して
第一のシアントナー画像を形成し、第一のシアントナー画像を、中間転写体を介して又は
介さずに転写材へ転写し、
　静電荷像担持体に第二の静電荷像を形成し、第二のシアントナーで第二の静電荷像を現
像して第二のシアントナー画像を形成し、第二のシアントナー画像を、中間転写体を介し
て又は介さずに転写材へ転写し、
　転写材上の第一のシアントナー画像及び第二のシアントナー画像を加熱加圧定着して転
写材に定着画像を形成する画像形成方法であって、
　第一のシアントナーが、淡色シアントナー或いは濃色シアントナーのどちらか一方であ
り、
　第二のシアントナーが、他方のシアントナーであり、
　該淡色シアントナーが、結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシアン
トナー粒子を有しており、示差走査熱量計を用いて測定した吸熱曲線において、温度３０
乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱
ピークの極大値が６５乃至１０５℃であり、粉体状態の前記シアントナーを分光分析によ
って測定したときに、波長５００ｎｍにおける反射率が４５乃至８０％であり、波長６０
０ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であり、かつ明度Ｌ*が４５乃至７５であるシアン
トナーであり、
　該濃色シアントナーが、淡色シアントナーより明度Ｌ*の値が小さいシアントナーであ
ることを特徴とする画像形成方法。
【請求項１８】
前記淡色シアントナーが、請求項２乃至１４のいずれかに記載されたシアントナーである
ことを特徴とする請求項１７に記載の画像形成方法。
【請求項１９】
淡色シアントナーの明度Ｌ*の値をＬ*（ａ）とし、濃色シアントナーの明度Ｌ*の値をＬ*

（ｂ）としたときに、下記式を満足することを特徴とする請求項１７又は１８に記載の画
像形成方法。
　　１０≦Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）≦３０
【請求項２０】
静電荷像担持体に第一の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シア
ントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーから選ばれる第一のトナーで第一の静電
荷像を現像して第一のトナー画像を形成し、第一のトナー画像を、中間転写体を介して又
は介さずに転写材へ転写し、
　静電荷像担持体に第二の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シ
アントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーから選ばれる第一のトナー以外の第二
のトナーで第二の静電荷像を現像して第二のトナー画像を形成し、第二のトナー画像を、
中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、
　静電荷像担持体に第三の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シ
アントナー、濃色シアントナーｂ及びブラックトナーから選ばれる第一及び第二のトナー
以外の第三のトナーで第三の静電荷像を現像して第三のトナー画像を形成し、第三のトナ
ー画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、
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　静電荷像担持体に第四の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シ
アントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーから選ばれる第一から第三のトナー以
外の第四のトナーで第四の静電荷像を現像して第四のトナー画像を形成し、第四のトナー
画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、
　静電荷像担持体に第五の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シ
アントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーから選ばれる第一から第四のトナー以
外の第五のトナーで第五の静電荷像を現像して第五のトナー画像を形成し、第五のトナー
画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、
　転写材に担持されたマゼンタトナー画像、イエロートナー画像、淡色シアントナー画像
、濃色シアントナー画像及びブラックトナー画像を加熱加圧定着して、転写材上に画像を
形成するフルカラー画像形成方法であって、
　該淡色シアントナーが、結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシアン
トナー粒子を有しており、示差走査熱量計を用いて測定した吸熱曲線において、温度３０
乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱
ピークの極大値が６５乃至１０５℃であり、粉体状態の前記シアントナーを分光分析によ
って測定したときに、波長５００ｎｍにおける反射率が４５乃至８０％であり、波長６０
０ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であり、かつ明度Ｌ*が４５乃至７５であるシアン
トナーであり、
　該濃色シアントナーが、淡色シアントナーより明度Ｌ*の値が小さいシアントナーであ
ることを特徴とするフルカラー画像形成方法。
【請求項２１】
淡色シアントナーのＬ*の値をＬ*（ａ）とし、濃色シアントナーのＬ*の値をＬ*（ｂ）と
したときに、下記式を満足することを特徴とする請求項２０に記載のフルカラー画像形成
方法。
　　１０≦Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）≦３０
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真、静電印刷の如き画像形成方法において、静電画像を現像するため
のトナー、又は、トナージェット方式の画像形成方法におけるトナー像を形成するための
トナー、画像形成方法、及び、フルカラー画像形成方法に関し、特に、これらのトナー像
をプリントシートの如き転写材に加熱加圧定着させる定着方式に供されるトナー、画像形
成方法、及び、フルカラー画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真式カラー画像形成装置が広く普及するに従い、その用途も多種多様に広がり、
その画像品質への要求も厳しくなってきている。一般の写真、カタログ、地図の如き画像
の複写では、微細な部分に至るまで、極めて微細且つ忠実に再現することが求められてお
り、それに伴い、色の鮮やかさに対する要求も高まっており、色再現範囲を拡張すること
が望まれている。特に、印刷分野への進出が著しい昨今、電子写真方式においても印刷の
品質と同等以上の高精彩、高精細、粒状性等が要求されるようになっている。
【０００３】
　最近におけるデジタルな画像信号を使用している電子写真方式の画像形成装置では、一
定電位のドットが潜像担持体、所謂感光体の表面に集まって潜像を形成しており、ベタ部
、ハーフトーン部及びライン部はドット密度を変えることによって表現されている。しか
しながら、この方法では、ドットに忠実にトナー粒子がのりにくく、ドットからトナー粒
子がはみ出した状態となり、デジタル潜像の黒部と白部のドット密度の比に対応するトナ
ー画像の階調性が得られないという問題が起こり易い。更に、画質を向上させるために、
ドットサイズを小さくして解像度を向上させる場合には、微小なドットから形成される潜
像の再現性が更に困難になり、解像度及び特にハイライト部の階調性の悪い、シャープネ
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スさに欠けた画像となる傾向がある。また、不規則なドットの乱れは粒状感として感じら
れ、ハイライト部の画質を低下させる要因となる。
【０００４】
　これらを改善する目的で、ベタ部は濃い色のトナー（濃色トナー）、ハイライト部はそ
れより濃度の薄いトナー（淡色トナー）を用いて画像を形成する方法が提案されている。
【０００５】
　例えばそれぞれ濃度の異なる複数のトナーを組み合わせて画像形成する画像形成方法が
知られている（例えば、特許文献１及び２参照）。また、濃色トナーの最大反射濃度に対
し、その半分以下の最大反射濃度を有する淡色トナーを組み合わせた画像形成装置が知ら
れている（例えば、特許文献３参照）。また、転写材上でのトナー量が０．５ｍｇ／ｃｍ
2のときの画像濃度が１．０以上である濃色トナーと、１．０未満である淡色トナーとを
組み合わせた画像形成装置が知られている（例えば、特許文献４参照）。また、濃色トナ
ーと淡色トナーとの記録濃度の傾き比が０．２～０．５の間にあるトナーを組み合わせた
画像形成装置が知られている（例えば、特許文献５参照）。これらの従来技術については
、本発明者の検討によると、淡色トナーのみで構成される低濃度領域での階調性や粒状感
は改善されるものの、濃色トナーと淡色トナーとが混在する中濃度領域の粒状感に関して
は、いまだ十分に満足のいくものとはいえなかった。また、色再現範囲を拡張するための
工夫に検討の余地が残されていた。
【０００６】
　また、このように、これまでは、淡色トナーを用いた画像形成方法に関する記載はあっ
ても、淡色トナーに最適な着色剤の色相や濃度設計、及び、ワックスの種類や量が画像に
おける低濃度域の粒状感（がさつき）改善と定着温度領域の拡大に与える影響に関しては
言及されていなかった。
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－８４７６４号公報
【特許文献２】特開２０００－３０５３３９号公報
【特許文献３】特開２０００－３４７４７６号公報
【特許文献４】特開２０００－２３１２７９号公報
【特許文献５】特開２００１－２９０３１９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、上記の従来技術の問題点を解決し得るシアントナー、画像形成方法を
提供することにある。
【０００９】
　即ち、本発明の目的は、低濃度領域から高濃度領域まで、粒状感、ガサつきを低減し、
十分な定着温度領域を確保できる画像を形成することが可能となるシアントナー、画像形
成方法を提供することにある。
【００１０】
　また、本発明の更なる目的は、従来よりも色再現範囲の広く、ＯＨＰシートの透明性が
高く、鮮やかな画像を形成することが可能となるシアントナー、画像形成方法を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的は、シアントナーの色相及び明度と用いる各種材料をバランスよく選択するこ
とで達成され、以下の構成により成り立つものである。
【００１２】
　すなわち、本発明は、結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシアント
ナー粒子を有するシアントナーであって、前記シアントナーは、示差走査熱量計を用いて
測定した吸熱曲線において、温度３０乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを
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有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱ピークの極大値が６５乃至１０５℃であり、粉体状
態の前記シアントナーを分光分析によって測定したときに、波長５００ｎｍにおける反射
率が４５乃至８０％であり、波長６００ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であり、かつ
明度Ｌ*が４５乃至７５であることを特徴とするシアントナーである。
【００１３】
　また、本発明は、静電荷像担持体に第一の静電荷像を形成し、該静電潜像を第一のシア
ントナーで現像して第一のシアントナー画像を形成し、第一のシアントナー画像を、中間
転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、静電荷像担持体に第二の静電荷像を形成し
、第二のシアントナーで第二の静電荷像を現像して第二のシアントナー画像を形成し、第
二のシアントナー画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、転写材上の
第一のシアントナー画像及び第二のシアントナー画像を加熱加圧定着して転写材に定着画
像を形成する画像形成方法であって、第一のシアントナーが、淡色シアントナー或いは濃
色シアントナーのどちらか一方であり、第二のシアントナーが、他方のシアントナーであ
り、該淡色シアントナーが、結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシア
ントナー粒子を有しており、示差走査熱量計を用いて測定した吸熱曲線において、温度３
０乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸
熱ピークの極大値が６５乃至１０５℃であり、粉体状態の前記シアントナーを分光分析に
よって測定したときに、波長５００ｎｍにおける反射率が４５乃至８０％であり、波長６
００ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であり、かつ明度Ｌ*が４５乃至７５であるシア
ントナーであり、該濃色シアントナーが、淡色シアントナーより明度Ｌ*の値が小さいシ
アントナーであることを特徴とする画像形成方法に関する。
【００１４】
　更に、本発明は、静電荷像担持体に第一の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロ
ートナー、淡色シアントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーから選ばれる第一の
トナーで第一の静電荷像を現像して第一のトナー画像を形成し、第一のトナー画像を、中
間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、静電荷像担持体に第二の静電荷像を形成
し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シアントナー、濃色シアントナー及びブラッ
クトナーから選ばれる第一のトナー以外の第二のトナーで第二の静電荷像を現像して第二
のトナー画像を形成し、第二のトナー画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ
転写し、静電荷像担持体に第三の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、
淡色シアントナー、濃色シアントナーｂ及びブラックトナーから選ばれる第一及び第二の
トナー以外の第三のトナーで第三の静電荷像を現像して第三のトナー画像を形成し、第三
のトナー画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転写し、静電荷像担持体に第
四の静電荷像を形成し、マゼンタトナー、イエロートナー、淡色シアントナー、濃色シア
ントナー及びブラックトナーから選ばれる第一から第三のトナー以外の第四のトナーで第
四の静電荷像を現像して第四のトナー画像を形成し、第四のトナー画像を、中間転写体を
介して又は介さずに転写材へ転写し、静電荷像担持体に第五の静電荷像を形成し、マゼン
タトナー、イエロートナー、淡色シアントナー、濃色シアントナー及びブラックトナーか
ら選ばれる第一から第四のトナー以外の第五のトナーで第五の静電荷像を現像して第五の
トナー画像を形成し、第五のトナー画像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材へ転
写し、転写材に担持されたマゼンタトナー画像、イエロートナー画像、淡色シアントナー
画像、濃色シアントナー画像及びブラックトナー画像を加熱加圧定着して、転写材上に画
像を形成するフルカラー画像形成方法であって、該淡色シアントナーが、結着樹脂、着色
剤、及びワックスを少なくとも含有するシアントナー粒子を有しており、示差走査熱量計
を用いて測定した吸熱曲線において、温度３０乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱
ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱ピークの極大値が６５乃至１０５℃であり
、粉体状態の前記シアントナーを分光分析によって測定したときに、波長５００ｎｍにお
ける反射率が４５乃至８０％であり、波長６００ｎｍにおける反射率が５乃至３０％であ
り、かつ明度Ｌ*が４５乃至７５であるシアントナーであり、該濃色シアントナーが、淡
色シアントナーより明度Ｌ*の値が小さいシアントナーであることを特徴とするフルカラ
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ー画像形成方法に関する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、結着樹脂、着色剤、及びワックスを少なくとも含有するシアントナー
において、このシアントナーの、示差熱分析測定によって測定される熱的特性、及び分光
分析測定によって測定される分光光学的特性を適宜規定することから、このシアントナー
を用いることによって、低濃度領域から高濃度領域まで、粒状感、ガサつきを低減し、十
分な定着温度領域を確保できる画像を形成することができる。
【００１６】
　また本発明によれば、従来よりも色再現範囲の広く、ＯＨＰシートの透明性が高く、鮮
やかな画像を形成することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　一般に、シアントナー及び画像におけるａ*、ｂ*、Ｌ*とは、色を数値化して表現する
のに有用な手段であるＬ*ａ*ｂ*表色系で用いられている値である。Ｌ*ａ*ｂ*表色系の立
体概念図を図１に示す。図１において、横軸のａ*及びｂ*は、両者で色相を表す。色相と
は、赤、黄、緑、青、紫等、色あいを尺度化したものである。縦軸のＬ*は明度を表し、
色相に関係なく比較できる色の明るさの度合いを示す。ａ*及びｂ*のそれぞれは、色の方
向を示しており、ａ*は赤－緑方向、ｂ*は黄－青方向を表している。また、ｃ*は彩度を
意味し、下記式により求められ、色の鮮やかさの度合いを示している。
【００１８】

【数１】

【００１９】
　本発明では、少なくとも結着樹脂、着色剤、ワックスを少なくとも含有するシアントナ
ーにおいて、該シアントナーの示差熱分析（ＤＳＣ）測定における吸熱曲線において、温
度３０乃至２００℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大
吸熱ピークの極大値が６５乃至１０５℃の範囲であり、縦軸を反射率（％）、横軸を波長
（ｎｍ）とした分光分布図において、粉体状態のトナーとして求めた反射率が、波長５０
０ｎｍで４５乃至８０％の範囲であり、かつ波長６００ｎｍで５乃至３０％の範囲であり
、かつＬ*の値が４５乃至７５であることを特徴とするシアントナーを用いることで、前
述の課題を解決し、特に低濃度域において粒状感がなく階調性に優れ、色再現範囲の広い
良好な画像を得ることができる。本発明のシアントナーは、上記の特性を満たしていれば
、どのような用いられ方であっても特に制限されないが、濃色トナーと併せて用いる淡色
トナーとして用いた場合に、さらに上記の効果が良好に発揮される。尚、本発明において
、淡色トナー及び濃色トナーとは、明度が高いトナーと明度が低いトナーという意味であ
り、必ずしも淡い色及び濃い色という意味合いに限定されるものではない。
【００２０】
　何故、このような特性を有するシアントナーを用いたときに、このような効果を得るこ
とができるのかを以下に詳しく説明する。
【００２１】
　一般的に、色彩には人間の眼に対する感度が大きい色域と比較的感度が小さい色域とが
存在する。人間の眼に対して感度が大きい色は、青～紺の寒色系統の色であり、画像濃度
の変化率が小さい高濃度領域においても階調性を認識されやすい。しかし、画像にドット
やラインで存在する低濃度領域では、ドットやラインのゆらぎを粒状感（がさつき）とし
て感知されやすい特徴がある。一方、黄～肌色の暖色系統の色は、画像濃度の変化率が大
きい低濃度領域においても、人間の眼には粒状感が認識されにくいといった特徴がある。
【００２２】
　本発明は、全濃度帯域において人間の眼に対する感度が比較的大きな青～紺系統の色に
対し、低濃度域の粒状感改善に関するものである。尚、本発明においては、粉体状態での
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シアントナーの分光感度分布を測定し、その測定から定着時の画像におけるがさつき感や
粒状感を考察したものである。トナーを定着した後の画像の分光感度特性ではなく、定着
する前工程である粉体状態での分光感度特性を規定したのは以下の理由による。
【００２３】
　定着器や転写物には様々な種類が存在し、その条件及び組み合わせによって発現するグ
ロスや色域は大きく変化する。また、定着器の圧や温度、ニップ幅の如く定着条件によっ
てトナーの潰れ方も変化し、その変化は粒状性（がさつき）に影響を及ぼす。これらの影
響は、低濃度領域においてより顕著に現れることがわかってきた。したがって、本発明で
規定するように、粉体状態のトナーの各種分光感度特性を規定すると、定着器の構成や転
写物に影響されず、低濃度画像におけるトナーの粒状性に反映されるデータが正確に得ら
れる。
【００２４】
　本発明では、トナーに添加する着色剤及びワックスの種類や量、及び分散形態を制御し
、各波長における反射率、明度を本発明で規定する範囲内に調整することにより、粒状感
（がさつき）が少なく、色再現範囲の広い画像を得ることができる。
【００２５】
　分光感度分布における５００ｎｍ及び６００ｎｍの反射率の値は、青～紺系統の色を再
現するシアントナーが再現可能な色域帯の指標となる。各波長における反射率が小さいと
、ドットやラインのゆらぎを粒状感（がさつき）として感知され易い傾向的にある。理論
上は、５００ｎｍ及び６００ｎｍの波長における反射率の値が大きければ大きい程、より
広範な二次元の色再現平面を得ることができるが、その値が大き過ぎると、濃色トナーと
併用したとしてもシアントナーの総量が多くなるため、定着性が破綻する。
【００２６】
　そこで、特に低濃度域において、比較的少ないシアントナーの量で粒状感の少ない定着
画像を得るためには、本発明のように粉体状態のトナーとして求めた反射率が、波長５０
０ｎｍで４５乃至８０％の範囲であり、かつ波長６００ｎｍで５乃至３０％の範囲である
ことを特徴とするシアントナーを用いることが必要である。波長５００ｎｍ時における反
射率が４５％より小さく、波長６００ｎｍ時における反射率が５％より小さいシアントナ
ーの場合、画像にドットやラインで存在する低濃度領域において粒状感が目立ち、写真の
ようなハーフトーンの滑らかな階調性は得られないばかりか、画像の彩度も大幅に悪化す
ることがある。また、波長５００ｎｍ時における反射率が８０％より大きく、波長６００
ｎｍ時における反射率が３０％より大きな場合は、低濃度域の中でも、比較的高濃度な中
間調を再現するために使用するトナーの総量が多くなりすぎ、そのために十分な定着性が
得られないことがある。前記反射率は、使用するワックス及びワックス分散剤の種類や熱
特性、又、着色剤の種類や粒子径分布、さらにトナーの粘弾特性を制御することによって
調整することが可能である。
【００２７】
　ここで、単純に着色剤の添加量のみによって前記反射率を制御しようとすると、トナー
中における着色剤やワックスの分散形態を適当な状態にコントロールできないために、画
像のがさつき感が大きくなるとともに、定着領域が狭く、ＯＨＰシートでの透過性も低下
し、出力画像の彩度も低く抑えられる。
【００２８】
　粉体状態で測定したシアントナーのＬ*の値もａ*やｂ*の値と同様に人間の眼に感度が
高く、Ｌ*の値が４５未満の場合は、低濃度部から高濃度部へと連続する中濃度帯域にお
ける粒状感低減の効果が小さくなり、フルカラー画像とした際における三次元的な色再現
空間が低下することがある。一方、Ｌ*の値が７５より大きい場合は、低濃度域の中でも
、比較的高濃度な中間調を再現するために使用するトナーの量が多くなりすぎ、そのため
に十分な定着性が得られないことがある。粉体状態のシアントナーのＬ*は、使用するワ
ックス及びワックス分散剤の種類や熱特性、又、着色剤の種類や粒子径分布を制御するこ
とによって調整することが可能である。
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【００２９】
　ここで、単純に着色剤の添加量のみによってＬ*を制御しようとすると、トナー中にお
ける着色剤やワックス最適な分散形態が得られないために、画像のがさつき感が大きくな
ると伴に、定着領域が狭く、ＯＨＰシートでの透過性も低下し、出力画像の彩度も低く抑
えられる。
【００３０】
　ここで、前記粉体状態で測定したシアントナーの明度Ｌ*が４５乃至７５である淡色シ
アントナーと、明度Ｌ*が４５より小さい濃色シアントナーをそれぞれ単独で使用するよ
りも、同時に用いることが、低濃度域のがさつきのない画像再現と高濃度に至るまでの滑
らかな中間調再現、及び、良好な定着性を達成する上で好ましい手段である。その際、淡
色シアントナーのＬ*の値であるＬ*（ａ）と濃色シアントナーのＬ*の値であるＬ*（ｂ）
が、１０≦Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）≦３０であることが好ましい。Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）の
値が１０未満の場合は、先に述べたようにフルカラー画像における三次元的な色再現空間
が大きく低下することがある。一方、Ｌ*（ａ）－Ｌ*（ｂ）の値が３０より大きい場合は
、使用するトナーの総量が多くなりすぎ、そのために十分な定着性が得られないことがあ
るため好ましくない。なお、前記Ｌ*（ｂ）は、前述したＬ*（ａ）と同様に調整すること
が可能である。
【００３１】
　ここまで述べたように、シアントナーにおける粉体状態における分光特性を前述したよ
うに規定することは、低濃度領域において粒状感が目立たず、写真のようなハーフトーン
の滑らかな諧調性が得られ、彩度も良好な画像を達成するための有効な手段であるが、本
発明者らはさらに、シアントナーに中に含まれるワックスの種類及び量が、先に述べた高
画質と、必要十分な定着性が両立するための重要な因子であることを見出した。
【００３２】
　すなわち、着色剤の添加量を単純に減らすだけでは、本発明の効果が十分に発揮できず
、更に以下に述べる手法を加える事によってはじめて得られるものであることを見いだし
た。よって、次に、本発明のトナーにおいて、好ましい構成について述べる。
【００３３】
　出力された画像の彩度が良好で、低濃度域におけるがさつき感（粒状感）が抑制された
シアントナーを得るためには、結着樹脂、着色剤の他に、ワックスを含有することが必要
である。特に、定着器の構成にオイルを全く塗布しないか、塗布量の極めて少ないオイル
少量塗布系の定着器を使用する際には、好ましい材料としてワックスが用いられる。
【００３４】
　本発明では、シアントナーの示差熱分析（ＤＳＣ）の吸熱曲線は、温度３０乃至２００
℃の範囲に一個又は複数の吸熱ピークを有し、前記吸熱ピーク中の最大の吸熱ピークの極
大値は６５乃至１０５℃の範囲にあることを特徴とする。さらに、前記吸熱ピーク中の最
大の吸熱ピークの極大値は７０℃乃至１００℃の範囲にあることがさらに好ましい。シア
ントナーの前記極大値は、使用するワックスの種類や使用量によって調整することが可能
である。
【００３５】
　最大吸熱ピークの極大値が６５℃未満の場合、高温環境に放置した際にトナー表面に溶
け出すため、耐ブロッキング性能が大幅に劣るようになると共に、ドラム上に強固な融着
物が付着することがある。また、高温定着時におけるワックスの溶融、染み出し量が少な
いため、高温オフセット性が損なわれることがある。一方、最大吸熱ピークの極大値が１
０５℃より大きい場合、低温定着時においてワックスが迅速に溶融トナー表面に移行でき
ず、低濃度域の粒状感を改善するために高いＬ＊のトナーを採用しようとする際、結果的
に定着させるためのトナーの総量が多くなるため、さらに高温オフセットが発生し易くな
る。
【００３６】
　本発明者らが鋭意検討した結果、定着システムとして、例えばオーブン定着やフラッシ



(10) JP 4289980 B2 2009.7.1

10

20

30

40

50

ュ定着の如き非接触の定着システムを採用する場合、単に粉体状態におけるトナーの色調
を押さえるだけで低濃度域から高濃度域に至るまで、優れた階調性と粒状感（がさつき）
のない良好な画像を得ることが可能であるが、ローラー及びベルトの如き接触系の定着シ
ステムであり、かつ、特にオイルを全く塗布しないか、極めて少量塗布する定着器の表層
を採用する場合は、本発明に示す材料構成とすることが、階調性が良好な画像を得、かつ
粒状感のない良好な画像を得る上で極めて重要である。
【００３７】
　さらに、本発明では、濃色、淡色のトナーを組み合わせて高速で連続フルカラー画像を
形成する場合には、溶融特性のみだけでなく、トナーの粘弾特性に関し、以下の規定を満
たす場合に、良好な定着特性が得られることを見出した。
【００３８】
　即ち、本発明のシアントナー（淡色シアントナー）の好ましい粘弾性特性は、温度１２
０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’120）が５×１０2～１×１０5［Ｐａ］の範囲であり、温
度１８０℃における貯蔵弾性率（Ｇ’180）が１０～５×１０3［Ｐａ］である。さらに、
Ｇ’120は６×１０2～９×１０4［Ｐａ］であることが好ましく、７×１０2～８×１０4

［Ｐａ］であることが最も好ましい。また、Ｇ’180は２０～４×１０3［Ｐａ］であるこ
とがさらに好ましく、３０～３×１０3［Ｐａ］であることが最も好ましい。
【００３９】
　シアントナーのＧ’120が５×１０2［Ｐａ］よりも小さいと、本発明のように多量のト
ナーを定着させなければいけない場合、定着温度が高温である時に、定着ローラーへの記
録部材の巻きつきの発生が顕著になりやすくなる。また、Ｇ’180が１０［Ｐａ］よりも
小さい場合には、定着ローラーへのオフセットが発生し、本発明のように記録部材上に多
量にトナーを載せて定着させた場合、高温側の定着領域が狭くなる。
【００４０】
　一方、Ｇ’120が１×１０5［Ｐａ］より大きい場合、定着温度が低温である時に定着ロ
ーラーへのオフセットが発生しやすく、本発明のように記録部材に多量にトナーを載せて
定着させると、記録部材付近の下層のトナーにまで充分に熱が伝わらず、低温側の定着領
域が非常に狭くなる。また、Ｇ’180が５×１０3［Ｐａ］より大きい場合には、定着時に
おける画像の光沢が低下してしまい、画像の品位が悪くなる。
【００４１】
　本発明の淡色シアントナーを濃色シアントナーと同時に用いる場合には、濃色トナーの
粘弾性特性も上記範囲であることが耐オフセット性、低温定着性の点からも望ましい。
【００４２】
　更に、本発明のシアントナーは、該トナーをペレット状に加圧成型した試料に、温度１
２０℃において４．０×１０3Ｐａの圧力を加えた際の変形量（Ｒ200）が４５乃至６５％
であることが好ましい。この変形量Ｒ200は、さらに好ましくは４７乃至６３％であり、
最も好ましい範囲は４８乃至６２％である。また、本発明のシアントナーは、上記ペレッ
ト状の試料に温度１２０℃において１．０×１０4Ｐａの圧力を加えた際のペレット化し
たものの変形量（Ｒ500）は６５乃至８５％である。この変形量Ｒ500は、さらに好ましく
は６７乃至８２％であり、最も好ましい範囲は６８乃至８１％である。
【００４３】
　変形量（Ｒ200）が４５％より小さすぎる場合、トナーが転写された記録部材が定着装
置を通過する時にトナーが押しつぶされず、画像の周囲に飛び散って高精細な画像が得ら
れなくなる。とくに、本発明のようにトナーを記録部材上に多量に載せて画像濃度を出す
場合にこのような問題が顕著に表れやすい。また、変形量（Ｒ500）が６５％未満となる
場合には、本発明のトナーを淡色シアントナーとし、且つ濃シアントナーと共に用いる際
に、淡色シアントナーを多く用いるところと濃色シアントナーを多く用いるところとで光
沢度が不均一になり、画像の品位が低下してしまいやすい。
【００４４】
　変形量（Ｒ200）が６５％を超えると、トナー自体が軟らかいため、現像に支障をきた
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し、トナーの耐久性が悪くなるため、転写効率が低下する。また、（Ｒ500）が８５％を
超えると、画像上でトナーが押しつぶされすぎて、トナーを多量に載せたときに画像がに
じみ、がさつき感が生じる。尚、本発明のトナーのＲ200及びＲ500を上記範囲に調整する
のはトナー作成時に起因するところが大きい。具体的には粉砕トナーでは混錬時にかかる
温度やシェアであるが、樹脂の分子量や架橋剤などの添加によっても調整可能である。
【００４５】
　本発明のシアントナーは、一種又は二種以上のワックスを含有していることが好ましく
、さらには、少なくとも炭化水素系ワックスを含有していることが好ましい。少なくとも
炭化水素系ワックスをトナー中に添加することで、着色剤とワックスとの親和性が良好な
ため、結果として低濃度域におけるＯＨＰシートの透過性が良好な、着色剤の微分散形態
が得られる。
【００４６】
　本発明に用いられるワックスの一例としては、次のものが挙げられる。低分子量ポリエ
チレン、低分子量ポリプロピレン、オレフィン共重合体、マイクロクリスタリンワックス
、パラフィンワックス、フィッシャートロプシュワックスなどの脂肪族炭化水素系ワック
ス、また酸化ポリエチレンワックスなどの脂肪族炭化水素系ワックスの酸化物、又はそれ
らのブロック共重合物；カルナバワックス、モンタン酸エステルワックスなどの脂肪酸エ
ステルを主成分とするワックス類、及び脱酸カルナバワックスなどの脂肪酸エステル類を
一部又は全部を脱酸化したものなどが挙げられる。
【００４７】
　さらに、パルミチン酸、ステアリン酸、モンタン酸などの飽和直鎖脂肪酸類；ブランジ
ン酸、エレオステアリン酸、バリナリン酸などの不飽和脂肪酸類；ステアリルアルコール
、アラルキルアルコール、ベヘニルアルコール、カルナウビルアルコール、セリルアルコ
ール、メリシルアルコールなどの飽和アルコール類；ソルビトールなどの多価アルコール
類；リノール酸アミド、オレイン酸アミド、ラウリン酸アミドなどの脂肪酸アミド類；メ
チレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン
酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミドなどの飽和脂肪酸ビスアミド類；エチ
レンビスオレイン酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジオレイ
ルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジオレイルセバシン酸アミドなどの不飽和脂肪酸アミド
類；ｍ－キシレンビスステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジステアリルイソフタル酸アミド
などの芳香族系ビスアミド類；ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸カルシウム、ステア
リン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなどの脂肪族金属塩（一般に金属石けんといわれ
ているもの）；脂肪族炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸などのビニル系モノマ
ーを用いてグラフト化させたワックス類；ベヘニン酸モノグリセリドなどの脂肪酸と多価
アルコールの部分エステル化物；植物性油脂の水素添加などによって得られるヒドロキシ
ル基を有するメチルエステル化合物などが挙げられる。
【００４８】
　本発明において特に好ましく用いられるワックスとしては、脂肪族炭化水素系ワックス
が挙げられる。例えば、オレフィンを高圧下でラジカル重合あるいは低圧下でチーグラー
触媒、メタロセン触媒で重合した低分子量のオレフィンポリマー；石炭又は天然ガスから
合成されるフィッシャートロプシュワックス；高分子量のオレフィンポリマーを熱分解し
て得られるオレフィンポリマー；一酸化炭素及び水素を含む合成ガスからアーゲ法により
得られる炭化水素の蒸留残分から、あるいはこれらを水素添加して得られる合成炭化水素
ワックスがよい。さらにプレス発汗法、溶剤法、真空蒸留の利用や分別結晶方式により炭
化水素ワックスの分別を行ったものが、より好ましく用いられる。
【００４９】
　炭化水素系ワックスの構成材料としての炭化水素は、金属酸化物系触媒（多くは二種以
上の多元系）を使用して一酸化炭素と水素の反応によって合成されるもの（例えばジント
ール法、ヒドロコール法（流動触媒床を使用）によって合成された炭化水素化合物）；ワ
ックス状炭化水素が多く得られるアーゲ法（同定触媒床を使用）により得られる炭素数が
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数百ぐらいまでの炭化水素；エチレンなどのアルキレンをチーグラー触媒により重合した
炭化水素；パラフィンワックスが、分岐が少なくて小さく、飽和の長い直鎖状炭化水素で
あるので好ましい。特にアルキレンの重合によらない方法により合成されたワックスがそ
の分子量分布からも好ましいものである。
【００５０】
　ワックスの分子量分布では、メインピークが分子量３５０～２，４００の領域にあるこ
とが好ましく、４００～２，０００の領域にあることがより好ましい。このような分子量
分布をもたせることによりトナーに好ましい熱特性を付与することができる。ワックスの
分子量分布は、使用するワックスの種類やワックスの製造条件によって調整することが可
能である。
【００５１】
　一般的なフルカラートナーの製造工程としては、着色剤が微細に分散した着色剤組成物
を得るための第一の混練工程（所謂マスターバッチ処理）を行い、次に、第二の混練工程
において、第一の混練物と、ワックスを含有する他の材料とを混練する。本発明において
、ワックスは、前記第二の混練工程時にバインダーその他の材料と共に同時添加しても良
いが、着色剤をトナー中により良好に微分散させ、低濃度域における粒状感を改善するた
めには、予めワックスを樹脂組成物中に微分散させてなる「ワックス分散剤」として用い
られることが好ましい。
【００５２】
　詳細には、ワックス分散剤とは、ワックス分散媒体にワックスを分散させたものであり
、結着樹脂へのワックスの分散性を高めたものである。
【００５３】
　ワックス分散媒体は、ポリオレフィンとビニル系重合体との反応物であり、好ましくは
ポリオレフィンにビニル系重合体をグラフトさせたものである。また、得られたワックス
分散剤を適切な配合比にて結着樹脂と予め溶融混合せしめた「ワックス分散剤マスターバ
ッチ」の形態にすると、前記第二の混練工程において着色剤の分散がさらに改善されるた
め、より好ましい。
【００５４】
　ワックス分散媒体を構成するビニル系重合体を得るために用いることのできるビニルモ
ノマーとしては、例えばスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチ
ルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－クロルスチレン、３，
４－ジクロルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチ
ルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オク
チルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルス
チレンの如きスチレン及びその誘導体；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタ
クリル酸プロピル、メタクリル酸－ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸
－ｎ－オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリ
ル酸ジエチルアミノエチルの如きα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸－ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アク
リル酸プロピル、アクリル酸－ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸－２－エ
チルヘキシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸－２－クロルエチル、アクリル酸フェ
ニルの如きアクリル酸エステル類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルア
ミドの如きアクリル酸もしくはメタクリル酸誘導体；等が挙げられ、これらを単独で用い
ても良く、或いは、併用しても良い。
【００５５】
　また、前記ビニルモノマーとしては、例えばマレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、
アルケニルコハク酸、フマル酸、メサコン酸の如き不飽和二塩基酸；マレイン酸無水物、
シトラコン酸無水物、イタコン酸無水物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基
酸無水物；マレイン酸メチルハーフエステル、マレイン酸エチルハーフエステル、マレイ
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ン酸ブチルハーフエステル、シトラコン酸メチルハーフエステル、シトラコン酸エチルハ
ーフエステル、シトラコン酸ブチルハーフエステル、イタコン酸メチルハーフエステル、
アルケニルコハク酸メチルハーフエステル、フマル酸メチルハーフエステル、メサコン酸
メチルハーフエステルの如き不飽和二塩基酸のハーフエステル；ジメチルマレイン酸、ジ
メチルフマル酸の如き不飽和二塩基酸エステル；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸
、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸；クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－
不飽和酸無水物、前記α，β－不飽和酸と低級脂肪酸との無水物；アルケニルマロン酸、
アルケニルグルタル酸、アルケニルアジピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエス
テルなどのカルボキシル基を有するモノマーが挙げられる。
【００５６】
　また、ビニルモノマーとして、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエ
チルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのアクリル酸又はメタ
クリル酸エステル類、４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）スチレン、４－（１－
ヒドロキシ－１－メチルヘキシル）スチレン等ヒドロキシル基を有するモノマーも挙げら
れる。その中でも特に、スチレン－含窒素－アクリルメタクリレートの反応物が好ましい
。
【００５７】
　上記のビニル系重合体と反応させるポリオレフィンは、ＤＳＣによって測定される昇温
時の吸熱曲線において、最大吸熱ピークの極大値が８０～１４０℃にあることが良い。
【００５８】
　前記ポリオレフィンの最大吸熱ピークの極大値が８０℃未満、もしくは１４０℃を超え
る場合、いずれもビニルモノマーを用いて合成された共重合体との枝別れ構造（グラフト
）が損なわれるために、炭化水素系ワックスの微分散が行われず、トナー化した際におけ
る炭化水素系ワックスの偏析が生じ、結果として白抜け等の画像不良が発生することがあ
る。前記ポリオレフィンとしては、ポリエチレン、エチレン－プロピレン共重合体等が挙
げられるが、その中でも特に、低密度のポリエチレンを用いることが反応の効率上、最も
好ましい。
【００５９】
　ポリオレフィンとして低密度ポリエチレンを用いる場合には、例えば、低密度ポリエチ
レンをキシレンに溶解し、加熱下、ビニルモノマーを低密度ポリエチレンのキシレン溶液
に加えて反応させることによって、ポリエチレンとビニル系重合体とのグラフト重合物を
得ることができる。
【００６０】
　ビニルモノマーを用いて合成されたビニル重合体とポリオレフィンとの反応物を少なく
とも有するワックス分散媒体のＧＰＣによる分子量分布においては、重量平均分子量（Ｍ
ｗ）が５，０００～１００，０００であり、数平均分子量（Ｍｎ）が１，５００～１５，
０００であり、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が
２～４０であることが、好ましい。
【００６１】
　ワックス分散媒体の重量平均分子量（Ｍｗ）が５，０００未満の場合、又は数平均分子
量（Ｍｎ）が１，５００未満の場合、又は重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ
）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が２未満の場合、トナーの耐ブロッキング性能が低下する場合が
ある。
【００６２】
　ワックス分散媒体の重量平均分子量（Ｍｗ）が１００，０００を超える場合、又は数平
均分子量（Ｍｎ）が１５，０００を超える場合、又は重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分
子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が４０を越える場合、ワックス分散媒体中に微分散さ
れたワックスが定着溶融時にワックスが迅速に溶融トナー表面に移行できず、ワックスの
効果を十分に発揮できなくなることがある。
【００６３】
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　本発明において、前記シアントナー中における着色剤粒子は、０．０５～０．５μｍの
粒径の粒子を７０個数％以上含有していることが好ましい。
【００６４】
　すなわち、これまでは、着色剤の分散粒径が論じられる時は、どうしても平均粒径のみ
重要視されてきたが、本発明者らの検討では、カラートナー粒子中に分散している着色剤
粒子の分散粒度分布が色再現性向上のためには極めて重要であることが見いだされた。よ
り具体的に説明すると、着色剤粒子の分散粒径がブロードである時はどうしてもトナー粒
子間同士での着色剤の分散の程度に大きな差が生じてしまい、これではいくら平均粒径を
小さくしても、充分に分散されていない比較的大きめの着色剤粒子による光の乱反射が避
けられず、目的とする色再現が達成できない傾向にある。特に淡シアントナーを用い、低
濃度域のがさつき感を減じるためには、極力シャープな分散粒径分布を有していることが
望ましい。
【００６５】
　基本的に０．０５μｍより小さい微小粒径の着色剤粒子は、光の反射、吸収特性に悪影
響を及ぼさないと考えられ、ＯＨＰシートでの良好な透明性に寄与するが、分散径が小さ
過ぎるが故に着色力に欠け、彩度を低下させる一因となる場合がある。一方、０．５μｍ
より大きな粒径の着色剤粒子が多く存在していると、どうしても投影画像の明るさ及び鮮
やかさが低下してしまうことがある。よって本発明においては、０．０５～０．５μｍの
粒径の着色剤粒子を７０個数％以上、好ましくは７５個数％以上、より好ましくは８０個
数％以上含有していることが良い。着色剤の前記個数％は、分級や分級品の混合、又は、
前述の第１の混練工程（所謂マスターバッチ処理）によって調整することが可能である。
【００６６】
　本発明において、淡色シアントナー、及び、淡色シアントナーよりＬ*の値が小さい濃
色シアントナーに用いることのできるシアン着色剤としては、銅フタロシアニン化合物及
びその誘導体、アンスラキノン化合物、塩基染料レーキ化合物等が挙げられる。具体的に
は、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、７、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４
、６０、６２、６６はいずれも単独でも使用できるが、その中でも特に、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１５：３をベースに、グリーン系着色剤を併用するのが良い。Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１５：３をベースに、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７を併用すると、特に人間
の眼に感度の大きな青～緑域の再現性が良好になるため好ましい。これら着色剤と、後述
のイエロー着色剤やマゼンタ着色剤等とを混合し、好ましいａ*、ｂ*、Ｌ*の値を有する
シアントナーとしても良い。
【００６７】
　着色剤は、色相角度、彩度、明度、耐候性、ＯＨＰ透明性、トナー粒子中への分散性の
点から選択される。本発明における着色剤の好ましい添加量は、淡色シアントナーの場合
、樹脂１００質量部に対し０．２乃至１．２質量部であるが、必ずしもこの範囲である必
要はない。その理由としては、使用する着色剤の種類により、本発明の効果を発揮するに
最適な添加部数は異なるということが挙げられる。即ち、本発明の如く、粉体状態のシア
ントナーの分光分布特性を測定し、その値が本発明の範囲内になるような着色剤及びワッ
クスの種類、部数で調整することが、低濃度域における粒状性の良好な、且つ、がさつき
感のない画像の出力に繋がることとなる。
【００６８】
　濃色シアントナーの場合、樹脂１００質量部に対し２．０～８．０質量部であるのが好
ましい。濃色シアントナーにおいて、着色剤の質量部数が２．０質量部より小さい場合は
、淡色シアントナーとの役割分担が明確でなくなるため、高濃度域を再現する際にはトナ
ーの載り量が過大になり、定着性不良を引き起こすことがある。また、８．０質量部を超
える場合は、着色剤の分散に関して劣るようになり、ＯＨＰシート透過性不良という不具
合を生じることがある。
【００６９】
　本発明に用いられる結着樹脂としては、従来電子写真用の結着樹脂として知られる各種



(15) JP 4289980 B2 2009.7.1

10

20

30

40

の樹脂が用いられるが、その中でも（ａ）ポリエステル樹脂、（ｂ）ポリエステルユニッ
トとビニル系共重合体ユニットを有しているハイブリッド樹脂、（ｃ）ハイブリッド樹脂
とビニル系共重合体との混合物、（ｄ）ハイブリッド樹脂とポリエステル樹脂との混合物
、及び（ｅ）ポリエステル樹脂とビニル系共重合体との混合物、（ｆ）ポリエステル樹脂
、ポリエステルユニットとビニル系共重合体ユニットを有しているハイブリッド樹脂、ビ
ニル系共重合体との混合物のいずれかから選択される樹脂を主成分とすることが好ましい
。本発明において、主成分とは、結着樹脂中５０質量％以上含有される成分のことである
。
【００７０】
　結着樹脂としてポリエステル系の樹脂を用いる場合は、多価アルコールと多価カルボン
酸、もしくは多価カルボン酸無水物、多価カルボン酸エステル等が原料モノマーとして使
用できる。具体的には、例えば二価アルコール成分としては、ポリオキシプロピレン（２
．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（３
．３）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシエチレン（２．
０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（２．
０）－ポリオキシエチレン（２．０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、ポリオキシプロピレン（６）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等
のビスフェノールＡのアルキレンオキシド付加物、エチレングリコール、ジエチレングリ
コール、トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレン
グリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテンジオー
ル、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ール、ポリテトラメチレングリコール、ビスフェノールＡ、水素添加ビスフェノールＡ等
が挙げられる。
【００７１】
　三価以上のアルコール成分としては、例えばソルビトール、１，２，３，６－ヘキサン
テトロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ト
リペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタントリオ
ール、グリセロール、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブタン
トリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒドロ
キシメチルベンゼン等が挙げられる。
【００７２】
　多価カルボン酸成分としては、フタル酸、イソフタル酸及びテレフタル酸の如き芳香族
ジカルボン酸類又はその無水物；琥珀酸、アジピン酸、セバシン酸及びアゼライン酸の如
きアルキルジカルボン酸類又はその無水物；炭素数６～１２のアルキル基で置換された琥
珀酸もしくはその無水物；フマル酸、マレイン酸及びシトラコン酸の如き不飽和ジカルボ
ン酸類又はその無水物；ｎ－ドデセニルコハク酸、イソドデセニルコハク酸等が挙げられ
る。
【００７３】
　それらの中でも、特に、下記一般式（１）で代表されるビスフェノール誘導体をジオー
ル成分とし、二価のカルボン酸又はその酸無水物、又はその低級アルキルエステルとから
なるカルボン酸成分（例えば、フマル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フタル酸、テレ
フタル酸）を酸成分として、これらを縮重合したポリエステル樹脂が、カラートナーとし
て、良好な帯電特性を有するので好ましい。
【００７４】
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【化１】

（式中、Ｒはエチレン又はプロピレン基であり、ｘ，ｙはそれぞれ１以上の整数であり、
かつｘ＋ｙの平均値は２～１０である。）
【００７５】
　また、架橋部位を有するポリエステル樹脂を形成するための三価以上の多価カルボン酸
成分としては、例えば、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，２，５－ベンゼント
リカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸、２，５，７－ナフタレントリカ
ルボン酸、１，２，４，５－ベンゼンテトラカルボン酸および、これらの無水物やエステ
ル化合物が挙げられる。
【００７６】
　三価以上の多価カルボン酸成分の使用量は、全モノマー基準で０．１～１．９ｍｏｌ％
が好ましい。
【００７７】
　さらに結着樹脂として、主鎖中にエステル結合を有し、多価アルコールと多塩基酸との
重縮合体であるポリエステルユニットと、不飽和炭化水素基を有する重合体であるビニル
系重合体ユニットを有しているハイブリッド樹脂を用いる場合、さらに良好なワックス分
散性と、低温定着性、耐オフセット性の向上が期待できる。本発明に用いられるハイブリ
ッド樹脂とは、ビニル系重合体ユニットとポリエステルユニットが化学的に結合した樹脂
を意味する。具体的には、ポリエステルユニットと（メタ）アクリル酸エステルの如きカ
ルボン酸エステル基を有するモノマーを重合したビニル系重合体ユニットとがエステル交
換反応によって形成する樹脂であり、好ましくはビニル系重合体を幹重合体、ポリエステ
ルユニットを枝重合体としたグラフト共重合体（あるいはブロック共重合体）である。
【００７８】
　ビニル系重合体を生成するためのビニル系モノマーとしては、例えばスチレン；ｏ－メ
チルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチルスチレン、ｐ－フ
ェニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチ
レン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルス
チレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン
、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－クロルスチレン、３，４－ジクロルスチレン、ｍ－ニトロ
スチレン、ｏ－ニトロスチレン、ｐ－ニトロスチレンの如きスチレン及びその誘導体；エ
チレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレンの如きスチレン不飽和モノオレフィン類；
ブタジエン、イソプレンの如き不飽和ポリエン類；塩化ビニル、塩化ビニルデン、臭化ビ
ニル、フッ化ビニルの如きハロゲン化ビニル類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ベン
ゾエ酸ビニルの如きビニルエステル類；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタ
クリル酸プロピル、メタクリル酸－ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸
－ｎ－オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリ
ル酸ジエチルアミノエチルの如きα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸－ｎ－ブチル、アクリ
ル酸イソブチル、アクリル酸－ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸－２－エ
チルヘキシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸－２－クロルエチル、アクリル酸フェ
ニルの如きアクリル酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニ
ルイソブチルエーテルの如きビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケ
トン、メチルイソプロペニルケトンの如きビニルケトン類；Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビ
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ニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンの如きＮ－ビニル化合
物；ビニルナフタリン類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミドの如
きアクリル酸もしくはメタクリル酸誘導体等が挙げられる。
【００７９】
　さらに、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマル酸、メ
サコン酸の如き不飽和二塩基酸；マレイン酸無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無
水物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基酸無水物；マレイン酸メチルハーフ
エステル、マレイン酸エチルハーフエステル、マレイン酸ブチルハーフエステル、シトラ
コン酸メチルハーフエステル、シトラコン酸エチルハーフエステル、シトラコン酸ブチル
ハーフエステル、イタコン酸メチルハーフエステル、アルケニルコハク酸メチルハーフエ
ステル、フマル酸メチルハーフエステル、メサコン酸メチルハーフエステルの如き不飽和
二塩基酸のハーフエステル；ジメチルマレイン酸、ジメチルフマル酸の如き不飽和二塩基
酸エステル；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸
；クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－不飽和酸無水物、前記α，β－不飽
和酸と低級脂肪酸との無水物；アルケニルマロン酸、アルケニルグルタル酸、アルケニル
アジピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエステルの如きカルボキシル基を有する
モノマーが挙げられる。
【００８０】
　さらに、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、
２－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのアクリル酸又はメタクリル酸エステル類；
４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）スチレン、４－（１－ヒドロキシ－１－メチ
ルヘキシル）スチレンの如きヒドロキシ基を有するモノマーが挙げられる。
【００８１】
　本発明のトナーにおいて、結着樹脂のビニル系重合体ユニットは、ビニル基を二個以上
有する架橋剤で架橋された架橋構造を有していてもよい。この場合に用いられる架橋剤は
、芳香族ジビニル化合物として例えば、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレンが挙げら
れ；アルキル鎖で結ばれたジアクリレート化合物類として例えば、エチレングリコールジ
アクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジ
アクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ
アクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート及び以上の化合物のアクリレート
をメタクリレートに代えたものが挙げられ；エーテル結合を含むアルキル鎖で結ばれたジ
アクリレート化合物類としては、例えば、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエ
チレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチ
レングリコール＃４００ジアクリレート、ポリエチレングリコール＃６００ジアクリレー
ト、ジプロピレングリコールジアクリレート及び以上の化合物のアクリレートをメタアク
リレートに代えたものが挙げられ；芳香族基及びエーテル結合を含む鎖で結ばれたジアク
リレート化合物類として例えば、ポリオキシエチレン（２）－２，２－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）プロパンジアクリレート、ポリオキシエチレン（４）－２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパンジアクリレート及び以上の化合物のアクリレートをメタ
クリレートに代えたものが挙げられる。
【００８２】
　多官能の架橋剤としては、ペンタエリスリトールトリアクリレート、トリメチロールエ
タントリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメ
タンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリレート及び以上の化合物のアクリレート
をメタクリレートに代えたもの；トリアリルシアヌレート、トリアリルトリメリテートが
挙げられる。
【００８３】
　本発明に用いられるハイブリッド樹脂には、ビニル系重合体ユニット成分及びポリエス
テルユニットの一方の中、又は両方の中に、両樹脂成分と反応し得るモノマー成分を含む
ことが好ましい。ポリエステルユニットを構成するモノマーのうちビニル系重合体ユニッ
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トと反応し得るものとしては、例えば、フタル酸、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン
酸の如き不飽和ジカルボン酸又はその無水物などが挙げられる。ビニル系重合体ユニット
を構成するモノマーのうちポリエステルユニットと反応し得るものとしては、カルボキシ
ル基又はヒドロキシ基を有するものや、アクリル酸もしくはメタクリル酸エステル類が挙
げられる。
【００８４】
　ビニル系重合体ユニットとポリエステルユニットの反応生成物を得る方法としては、そ
れぞれのユニットと反応しうるモノマー成分を含むポリマーが存在しているところで、ど
ちらか一方もしくは両方の樹脂の重合反応をさせることにより得る方法が好ましい。
【００８５】
　本発明のビニル系重合体を製造する場合に用いられる重合開始剤としては、例えば、２
，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジ
メチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（－２，４－ジメチルバレロニトリル）、
２，２’－アゾビス（－２メチルブチロニトリル）、ジメチル－２，２’－アゾビスイソ
ブチレート、１，１’－アゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリル）、２－（カーバ
モイルアゾ）－イソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２，４，４－トリメチルペン
タン）、２－フェニルアゾ－２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニトリル、２，２’
－アゾビス（２－メチル－プロパン）、メチルエチルケトンパーオキサイド、アセチルア
セトンパーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイドの如きケトンパーオキサイド類
、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、
クメンハイドロパーオキサイド、１，１，３，３－テトラメチルブチルハイドロパーオキ
サイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド、ジ－クミル
パーオキサイド、α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン、イソ
ブチルパーオキサイド、オクタノイルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド、ラウ
ロイルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオキサイド、ベンゾイ
ルパーオキサイド、ｍ－トリオイルパーオキサイド、ジ－イソプロピルパーオキシジカー
ボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－ｎ－プロピルパーオ
キシジカーボネート、ジ－２－エトキシエチルパーオキシカーボネート、ジ－メトキシイ
ソプロピルパーオキシジカーボネート、ジ（３－メチル－３－メトキシブチル）パーオキ
シカーボネート、アセチルシクロヘキシルスルホニルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオ
キシアセテート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカ
ノエイト、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシラウ
レート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエイト、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボ
ネート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシイソフタレート、ｔ－ブチルパーオキシアリルカーボ
ネート、ｔ－アミルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシヘ
キサハイドロテレフタレート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシアゼレートが挙げられる。
【００８６】
　本発明のトナーに用いられるハイブリッド樹脂を調製できる製造方法としては、例えば
、以下の（１）～（５）に示す製造方法を挙げることができる。
【００８７】
　（１）ビニル系重合体とポリエステル樹脂を別々に製造後、少量の有機溶剤に溶解・膨
潤させ、エステル化触媒及びアルコールを添加し、加熱することによりエステル交換反応
を行って合成する方法。
【００８８】
　（２）ビニル系重合体製造後に、これの存在下にポリエステルユニット及びハイブリッ
ド樹脂成分を製造する方法である。ハイブリッド樹脂成分は、ビニル系重合体（必要に応
じてビニル系モノマーも添加できる）とポリエステルモノマー（アルコール、カルボン酸
）及びポリエステルのいずれか一方との反応、又は両方との反応により製造される。この
場合も適宜、有機溶剤を使用することができる。
【００８９】
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　（３）ポリエステルユニット製造後に、これの存在下にビニル系重合体及びハイブリッ
ド樹脂成分を製造する方法である。ハイブリッド樹脂成分はポリエステルユニット（必要
に応じてポリエステルモノマーも添加できる）とビニル系モノマーとのいずれか一方又は
両方との反応により製造される。
【００９０】
　（４）ビニル系重合体ユニット及びポリエステルユニット製造後に、これらの重合体ユ
ニット存在下にビニル系モノマー及びポリエステルモノマー（アルコール、カルボン酸）
のいずれか一方又は両方を添加することによりハイブリッド樹脂成分が製造される。この
場合も適宜、有機溶剤を使用することができる。
【００９１】
　（５）ビニル系モノマー及びポリエステルモノマー（アルコール、カルボン酸等）を混
合して付加重合及び縮重合反応を連続して行うことによりビニル系重合体ユニット、ポリ
エステルユニット及びハイブリッド樹脂成分が製造される。さらに、適宜、有機溶剤を使
用することができる。
【００９２】
　更に、上記（１）乃至（４）の製造方法によりハイブリッド樹脂成分を製造後、ビニル
系モノマー及びポリエステルモノマー（アルコール、カルボン酸）のいずれか一方又は両
方を添加して、付加重合及び縮重合反応の少なくともいずれか一方を行うことによりビニ
ル系重合体及びポリエステル樹脂を付加しても良い。
【００９３】
　上記（１）乃至（５）の製造方法において、ビニル系重合体ユニット及びポリエステル
ユニットには複数の異なる分子量、架橋度を有する重合体ユニットを使用することができ
る。
【００９４】
　なお、本発明のトナーに含有される結着樹脂には、上記ポリエステル樹脂とビニル系重
合体との混合物、上記ハイブリッド樹脂とビニル系重合体との混合物、上記ポリエステル
樹脂と上記ハイブリッド樹脂に加えてビニル系重合体の混合物を使用しても良い。
【００９５】
　本発明においてトナーに含有される荷電制御剤としては、公知のものが利用できるが、
特に、無色でトナーの帯電スピードが速く且つ一定の帯電量を安定して維持できる芳香族
カルボン酸の金属化合物が好ましい。
【００９６】
　ネガ系荷電制御剤としては、サリチル酸金属化合物、ナフトエ酸金属化合物、ダイカル
ボン酸金属化合物、スルホン酸又はカルボン酸を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合
物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリックスアレーン等が利用できる。ポジ系荷電制御剤
としては、四級アンモニウム塩、前記四級アンモニウム塩を側鎖に有する高分子型化合物
、グアニジン化合物、イミダゾール化合物等が利用できる。その中でも特に、３，５－ジ
－ターシャリーブチルサリチル酸アルミニウムが帯電量の立ち上がりが速く、好ましい。
荷電制御剤はトナー粒子に対して内添しても良いし外添しても良い。荷電制御剤の添加量
は結着樹脂１００質量部に対し総量で０．５～１０質量部が好ましい。
【００９７】
　本発明においてシアントナー粒子に対して外添される流動性向上剤としては、公知のも
のが利用できるが、特に、流動性向上剤が外添されていることが画質向上、高温環境下で
の保存性の点で好ましい。流動性向上剤としては、シリカ、酸化チタン、酸化アルミニウ
ム等の無機微粉体が好ましく、中でもシリカが特に好ましい。前記無機微粉体は、シラン
化合物、シリコーンオイル又はそれらの混合物の如き疎水化剤で疎水化されていることが
好ましい。
【００９８】
　疎水化剤としては、シラン化合物、チタネートカップリング剤、アルミニウムカップリ
ング剤、ジルコアルミネートカツプリング剤の如きカップリング剤が挙げられる。
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【００９９】
　具体的に例えばシラン化合物としては、一般式（２）で表されるものが好ましい。例え
ば、ヘキサメチルジシラザン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、
γ－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチル
トリエトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメ
チルジエトキシシラン、トリメチルメトキシシラン、ヒドロキシプロピルトリメトキシシ
ラン、フェニルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン、ｎ－オクタ
デシルトリメトキシシラン等を挙げることができる。その処理量は、処理前の無機微粉体
１００質量部に対して、好ましくは１～６０質量部、より好ましくは３～５０質量部であ
る。
　　ＲmＳｉＹn　　　　　　　　　　　　（式２）
（式中、Ｒ：アルコキシ基、ｍ：１～３の整数、Ｙ：アルキル基、ビニル基、フェニル基
、メタクリル基、アミノ基、エポキシ基、メルカプト基又はこれらの誘導体からなるグル
ープより選ばれる官能基、ｎ：１～３の整数）
【０１００】
　本発明において、前記流動性向上剤の表面の疎水化処理に特に好適なのは、一般式（３
）で示されるアルキルアルコキシシランである。前記アルキルアルコキシシランにおいて
、ｎが４より小さいと、処理は容易となるが疎水化度が低く、好ましくない。ｎが１２よ
り大きいと、疎水性が十分になるが、酸化チタン微粒子同士の合一が多くなり、流動性付
与能が低下しやすい。ｍは３より大きいと、前記アルキルアルコキシシランの反応性が低
下して疎水化を良好に行いにくくなる。より好ましくは、ｎが４～８であり、ｍが１～２
であるのが良い。アルキルアルコキシシランの処理量も、処理前の無機微粉体１００質量
部に対して、好ましくは１～６０質量部、より好ましくは３～５０質量部が良い。
　　ＣnＨ2n+1－Ｓｉ－（ＯＣmＨ2m+1）3　　　　　　　　　　　（式３）
（式中、ｎ：４～１２の整数、ｍ：１～３の整数）
【０１０１】
　流動性向上剤の疎水化処理は一種類単独で行っても良いし、二種類以上を併用しても良
い。例えば一種類の疎水化剤単独で疎水化処理を行っても良いし、二種類の疎水化剤で同
時に、又は一種類の疎水化剤で疎水化処理を行った後、別の疎水化剤で更に疎水化処理を
行っても良い。
【０１０２】
　流動性向上剤は、トナー粒子１００質量部に対して０．０１～５質量部添加することが
好ましく、０．０５～３質量部添加することがより好ましい。
【０１０３】
　本発明の淡色シアントナー及び淡色シアントナーよりＬ*の値が小さい濃色シアントナ
ーと共に用いられる他色のトナーにおいて用いられる着色剤としては、以下のものが用い
られる。
【０１０４】
　黒色着色剤としてカーボンブラック、磁性体、マグネタイト及び以下に示すイエロー、
マゼンタ、シアン着色剤を用い黒色に調色されたものが挙げられる。
【０１０５】
　イエロー着色剤としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノン化合物、アンスラキノン
化合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化合物に代表される化合物が挙げら
れる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、１３、１４、１５、１７、６２、
７４、８３、９３、９４、９５、９７、１０９、１１０、１１１、１２０、１２７、１２
８、１２９、１４７、１５５、１６８、１７４、１７６、１８０、１８１、１９１が好適
に用いられる。
【０１０６】
　マゼンタ着色剤としては、縮合アゾ化合物、ジケトピロロピロール化合物、アンスラキ
ノン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾ
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ロン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が挙げられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド２、３、５、６、７、２３、４８：２、４８：３、４８：４、５７：１
、８１：１、１２２、１４４、１４６、１５０、１６６、１６９、１７７、１８４、１８
５、２０２、２０６、２２０、２２１、２５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９が
特に好ましい。
【０１０７】
　磁性体としては、鉄、コバルト、ニッケル、銅、マグネシウム、マンガン、アルミニウ
ム、ケイ素などの元素を含む金属酸化物がある。中でも四三酸化鉄、γ－酸化鉄の如き酸
化鉄を主成分とするものが好ましい。トナーの帯電性コントロールの点からケイ素元素又
はアルミニウム元素の如き金属元素を含有していてもよい。これら磁性体の粒子は、窒素
吸着法によるＢＥＴ比表面積が好ましく２～３０ｍ2／ｇ、特に３～２８ｍ2／ｇが好まし
く、モース硬度が５～７であることが好ましい。
【０１０８】
　磁性体の形状としては、８面体、６面体、球体、針状、鱗片状などが挙げられる。磁性
体の形状は、８面体、６面体、球体の如く異方性の少ないものが画像濃度を高める上で好
ましい。磁性体の平均粒径としては０．０５～１．０μｍが好ましく、さらに好ましくは
０．１～０．６μｍ、さらには、０．１～０．４μｍが好ましい。
【０１０９】
　磁性体の含有量は、結着樹脂１００質量部に対し３０～２００質量部、好ましくは４０
～２００質量部、さらには５０～１５０質量部が好ましい。３０質量部未満ではトナー搬
送に磁気力を用いる現像器においては、搬送性が低下し、現像剤担持体上の現像剤層にむ
らが生じ画像むらとなる傾向があり、さらに磁性トナーのトリボの上昇に起因する画像濃
度の低下が生じ易い傾向にある。一方、２００質量部を超えると定着性に問題が生ずる傾
向にある。
【０１１０】
　上述してきたカラートナーは非磁性一成分現像にも好適に使用できるものであるが、本
発明のトナーを二成分系現像剤に用いる場合は、トナーは磁性キャリアと混合して使用さ
れる。磁性キャリアとしては、磁性体粒子そのもの、磁性体粒子を樹脂で被覆した被覆キ
ャリア、磁性体粒子を樹脂粒子中に分散させた磁性体分散型樹脂キャリア等の公知の磁性
キャリアを用いることができ、磁性体粒子としては、例えば表面酸化又は未酸化の鉄、リ
チウム、カルシウム、マグネシウム、ニッケル、銅、亜鉛、コバルト、マンガン、クロム
、希土類の如き金属粒子、それらの合金粒子、酸化物粒子及びフェライト等が使用できる
。
【０１１１】
　上記磁性キャリア粒子の表面を樹脂で被覆した被覆キャリアは、現像スリーブに交流バ
イアスを印加する現像法において特に好ましい。被覆方法としては、樹脂の如き被覆材を
溶剤中に溶解もしくは懸濁せしめて調製した塗布液を磁性キャリアコア粒子表面に付着せ
しめる方法、磁性キャリアコア粒子と被覆材とを粉体で混合する方法等、従来公知の方法
が適用できる。
【０１１２】
　磁性キャリアコア粒子表面への被覆材料としては、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂
、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリアミド、ポリビニルブチラール、アミノアクリ
レート樹脂が挙げられる。これらは、単独或いは複数で用いる。上記被覆材料の処理量は
、キャリアコア粒子に対し０．１～３０質量％（好ましくは０．５～２０質量％）が好ま
しい。これら磁性キャリアコア粒子の平均粒径は１０～１００μｍ、好ましくは２０～７
０μｍを有することが好ましい。
【０１１３】
　本発明のトナーと磁性キャリアとを混合して二成分系現像剤を調製する場合、その混合
比率は現像剤中のトナー濃度として、２～１５質量％、好ましくは４～１３質量％にする
と通常良好な結果が得られる。トナー濃度が２質量％未満では画像濃度が低下しやすく、
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１５質量％を超えるとカブリや機内飛散が発生しやすい。
【０１１４】
　本発明において所望のシアントナー形状とは、シアントナー中の円相当径２μｍ以上の
粒子において、平均円形度が０．９２０乃至０．９４５の範囲であり、好ましくは０．９
２２乃至０．９４３である。前記平均円形度が０．９２０未満であると、転写性、特に転
写効率に劣り、低濃度域における粒状性が悪く、がさつき感のある画像が得られることが
ある。逆に前記平均円形度が０．９４５より大きいと、感光ドラムのクリーニングにおい
て、形状が球形すぎるため、クリーニングブレードをすり抜けるなど、クリーニング不良
が起こり、画像に弊害がでることがある。本発明のシアントナーの平均円形度は、後述す
る表面改質装置を用いることによって調整することが可能である。
【０１１５】
　次に、トナーを製造する手順について説明する。本発明のトナーは、結着樹脂、着色剤
、ワックス、及び任意の材料を溶融混練し、これを冷却して粉砕し、必要に応じて粉砕物
分級処理を行い、これに必要に応じて前記流動性向上剤を混ぜることによって製造するこ
とが可能である。
【０１１６】
　まず、原料混合工程では、トナー内添剤として、少なくとも樹脂、着色剤を所定量秤量
して配合し、混合する。混合装置の一例としては、ダブルコン・ミキサー、Ｖ型ミキサー
、ドラム型ミキサー、スーパーミキサー、ヘンシェルミキサー、ナウターミキサー等があ
る。
【０１１７】
　更に、上記で配合し、混合したトナー原料を溶融混練して、樹脂類を溶融し、その中に
着色剤等を分散させる。その溶融混練工程では、例えば、加圧ニーダー、バンバリィミキ
サー等のバッチ式練り機や、連続式の練り機を用いることができる。近年では、連続生産
できる等の優位性から、一軸又は二軸押出機が主流となっており、例えば、神戸製鋼所社
製ＫＴＫ型二軸押出機、東芝機械社製ＴＥＭ型二軸押出機、ケイ・シー・ケイ社製二軸押
出機、ブス社製コ・ニーダー等が一般的に使用される。更に、トナー原料を溶融混練する
ことによって得られる着色樹脂組成物は、溶融混練後、２本ロール等で圧延され、水冷等
で冷却する冷却工程を経て冷却される。
【０１１８】
　そして一般的には上記で得られた着色樹脂組成物の冷却物は、次いで、粉砕工程で所望
の粒径にまで粉砕される。粉砕工程では、まず、クラッシャー、ハンマーミル、フェザー
ミル等で粗粉砕され、更に、川崎重工業社製のクリプトロンシステム、日清エンジニアリ
ング社製のスーパーローター等で粉砕される。その後、必要に応じて慣性分級方式のエル
ボージェット（日鉄鉱業社製）、遠心力分級方式のターボプレックス（ホソカワミクロン
社製）等の分級機等の篩分機を用いて分級し、重量平均粒子径３乃至１１μｍの分級品を
得る。
【０１１９】
　必要に応じて、表面改質工程で表面改質及び球形化処理を、例えば奈良機械製作所製の
ハイブリタイゼーションシステム、ホソカワミクロン社製のメカノフージョンシステムを
用いて行う。
【０１２０】
　本発明においては、粉砕工程で機械式粉砕を用いず、エアージェット式粉砕機にて粉砕
した後、分級と機械式衝撃力を用いる表面改質処理とを行う装置を用いて重量平均粒子径
３乃至１１μｍの分級品を得ることが好ましい。表面改質と分級とは別々に行っても良く
、このような場合では必要に応じて風力式篩のハイボルター（新東京機械社製）等の篩分
機を用いても良い。更に、外添剤を外添処理する方法としては、分級されたトナーと公知
の各種外添剤を所定量配合し、ヘンシェルミキサー、スーパーミキサー等の粉体にせん断
力を与える高速撹拌機を外添機として用いて、撹拌・混合する方法が挙げられる。
【０１２１】
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　図４は、本発明に使用する表面改質装置の一例を示す。
【０１２２】
　図４に示す表面改質装置では、ケーシング５５と、冷却水或いは不凍液を通水できるジ
ャケット（図示しない）と、所定の粒径よりも大きい粒子と所定の粒径以下の微粒子とを
分ける分級手段である分級ロータ４１と、粒子に機械的な衝撃を与えて前記粒子の表面を
処理する表面処理手段である分散ロータ４６と、分散ロータ４６の外周に対して所定の間
隔を有して周設されるライナ４４と、分級ロータ４１で分けられた粒子のうちの所定の粒
径より大きい粒子を分散ロータ４６に案内する案内手段であるガイドリング４９と、分級
ロータ４１で分けられた粒子のうちの所定の粒径以下の微粒子を装置の外に排出する排出
手段である微粉回収用排出口４２と、分散ロータ４６で表面を処理された粒子を分級ロー
タ４１に送る粒子循環手段である冷風導入口４５と、被処理粒子をケーシング５５内に導
入するための原料供給口４３と、表面を処理された粒子を５５内から排出するための開閉
自在な粉体排出口４７及び排出弁４８とを有する。
【０１２３】
　分級ロータ４１は、円筒状のロータであり、ケーシング５５内の一端面側に設けられて
いる。微粉回収用排出口４２は、分級ロータ４１の内側の粒子を排出するように、ケーシ
ング５５の一端部に設けられている。原料供給口４３は、ケーシング５５の周面の中央部
に設けられている。冷風導入口４５は、ケーシング５５の周面の他端面側に設けられてい
る。粉体排出口４７は、ケーシング５５の周面で原料供給口４３に対向する位置に設けら
れている。排出弁４８は、粉体排出口４７を自在に開閉する弁である。
【０１２４】
　冷風導入口４５と、原料供給口４３及び粉体排出口４７との間には、分散ロータ４６及
びライナ４４が設けられている。ライナ４４は、ケーシング５５の内周面に沿って周設さ
れている。分散ロータ４６は、図５に示すように、円盤と、この円盤の周縁に、円盤の法
線に沿って配置される複数の角型ディスク５０とを有する。分散ロータ４６は、ケーシン
グ５５の他端面側に設けられており、かつライナ４４と角型ディスク５０との間に所定の
間隔が形成される位置に設けられている。ケーシング５５の中央部にはガイドリング４９
が設けられている。ガイドリング４９は、円筒体であり、分級ロータ４１の外周面の一部
に被さる位置から、かつ分級ロータ４１の近傍まで延出するように設けられている。ケー
シング５５内は、ガイドリング４９によって、ガイドリング４９の外周面とケーシング５
５の内周面とに挟まれた空間である第一の空間５１と、ガイドリング４９の内側の空間で
ある第二の空間５２とに分けられる。
【０１２５】
　なお、分散ロータ４６は、角型ディスク５０の代わりに円柱状のピンを有していても良
い。ライナ４４は、本実施の形態では角型ディスク５０に対向する表面に多数の溝が設け
られているものとするが、表面に溝を有さないものであっても良い。また、分級ロータ４
１の設置方向は、図４に示したように縦型でも構わないし、横型でも構わない。また、分
級ロータ４１の個数は、図４に示したように単体でも構わないし、複数でも構わない。
【０１２６】
　以上のように構成してなる表面改質装置では、排出弁４８を閉とした状態で原料供給口
４３から微粉砕品を投入すると、投入された微粉砕品は、まずブロワー（図示しない）に
より吸引され、分級ロータ４１で分級される。その際、分級された所定粒径以下の微粉は
、分級ロータ４１の周面を通過して分級ロータ４１の内側に導かれ、装置外へ連続的に排
出除去される。所定粒径以上の粗粉は、遠心力によりガイドリング４９の内周（第二の空
間５２）に沿いながら分散ロータ４６により発生する循環流にのり、角型ディスク５０と
ライナ４４との隙間（以下、「表面改質ゾーン」とも言う）へ導かれる。表面改質ゾーン
に導かれた粉体は、分散ロータ４６とライナ４４間で機械式衝撃力を受け、表面改質処理
される。表面改質された表面改質粒子は、機内を通過する冷風にのって、ガイドリング４
９の外周（第一の空間５１）に沿いながら分級ロータ４１に運ばれ、分級ロータ４１によ
り、微粉は機外へ排出され、粗粉は循環流にのり、再度第二の空間５２に戻され、繰り返
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し表面改質作用を受ける。このように、図４の表面改質装置では、分級ロータ４１による
粒子の分級と、分散ロータ４６による粒子の表面の処理とが繰り返される。一定時間経過
後、排出弁４８を開とし、排出口４７より表面改質粒子を回収する。
【０１２７】
　本発明者らが検討した結果、微粉砕品の投入から排出弁開放までの時間（サイクルタイ
ム）と分散ロータの回転数が、シアントナーの平均円形度とシアントナーの表面における
ワックスの存在量とをコントロールする上で重要なことが分かった。平均円形度を上げる
には、サイクルタイムを長くするか、分散ロータの周速を上げるのが効果的である。また
表面離型剤量を低く抑えようとするなら、逆にサイクルタイムを短くするか、周速を下げ
ることが有効である。このように、シアントナーの平均円形度とワックスの表面存在量と
を適切に調整する観点から、前記周速は１．２×１０5ｍｍ／秒以上が好ましく、前記サ
イクルタイムは５～６０秒であることが好ましい。
【０１２８】
　本発明のシアントナーを用いて画像を形成する場合に使用する静電潜像担持体は、静電
潜像担持体表面の水に対する接触角を８５度以上（好ましくは９０度以上）とすることが
良い。水に対する接触角が８５度以上であるとトナー像の転写率が向上し、トナーのフィ
ルミングも生じにくい。
【０１２９】
　静電潜像担持体表面が高分子結着剤を主体として構成される場合に本発明の画像形成方
法が特に有効である。前記の場合とは、例えば、セレン、アモルファスシリコンの如き無
機感光層上に樹脂を主体とした、保護膜を設ける場合；機能分離型有機感光層の電荷輸送
層として、電荷輸送材と樹脂からなる表面層をもつ場合；さらにその上に上記のような保
護層を設ける場合である。
【０１３０】
　このような表面層に離型性を付与する手段としては、次のものが挙げられる。（１）層
を構成する樹脂自体に表面エネルギーの低いものを用いる。（２）撥水性、親油性を付与
する添加剤を加える。（３）高い離型性を有する材料を粉体状にして分散する。
【０１３１】
　手段（１）の例としては、樹脂の構造中にフッ素含有基、シリコン含有基を導入するこ
とにより達成し得る。手段（２）としては、界面活性剤等を添加剤とすればよい。手段（
３）としては、ポリ四フッ化エチレン、ポリフッ化ビニリデン、フッ化カーボンの如き含
フッ素化合物の粉体が挙げられる。この中でも特にポリ四フッ化エチレンが好適である。
本発明においては、手段（３）の含フッ素樹脂などの離型性粉体の最表面層への分散が特
に好適である。
【０１３２】
　これらの粉体を表面に含有させるためには、バインダー樹脂中に前記粉体を分散させた
層を静電潜像担持体の最表面に設けるか、あるいは、樹脂を主体として構成されている有
機感光層であれば、新たに表面層を設けなくても、最上層に前記粉体を分散させれば良い
。
【０１３３】
　前記粉体の表面層への添加量は、表面層総質量に対して、１～６０質量％、さらに好ま
しくは２～５０質量％が良い。１質量％より少ないと改善効果が少なく、６０質量％を超
えると膜の強度が低下したり、静電潜像担持体への入射光量が低下したりすることがある
ため、好ましくない。
【０１３４】
　本発明は、帯電手段が帯電部材を静電潜像担持体に当接させる直接帯電法の場合に特に
効果的である。帯電手段が静電潜像担持体に接することのないコロナ放電に比べて、静電
潜像担持体表面に対する負荷が大きいので、静電潜像担持体の寿命という点で改善効果が
顕著である。
【０１３５】
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　本発明に用いられる静電潜像担持体の好ましい態様の例を以下に説明する。前記静電潜
像担持体は、導電性基体と、その表面に形成される種々の層とから通常形成される。
【０１３６】
　導電性基体を形成する材料としては、アルミニウム、ステンレスの如き金属；アルミニ
ウム合金、酸化インジウム－酸化錫合金の如き合金の被膜層を有するプラスチック；導電
性粒子を含浸させた紙、プラスチック；導電性ポリマーを有するプラスチックが挙げられ
る。基体としては円筒状シリンダー及びフィルムが用いられる。
【０１３７】
　これら導電性基体上には、感光層の接着性向上、塗工性改良、基体の保護、基体上の欠
陥の被覆、基体からの電荷注入性改良、感光層の電気的破壊に対する保護を目的として下
引き層を設けても良い。下引き層は、ポリビニルアルコール、ポリ－Ｎ－ビニルイミダゾ
ール、ポリエチレンオキシド、エチルセルロース、メチルセルロース、ニトロセルロース
、エチレン－アクリル酸コポリマー、ポリビニルブチラール、フェノール樹脂、カゼイン
、ポリアミド、共重合ナイロン、ニカワ、ゼラチン、ポリウレタン、酸化アルミニウムの
如き材料によって形成される。その膜厚は通常０．１～１０μｍ、好ましくは０．１～３
μｍである。
【０１３８】
　導電性基体又は前記下引き層の上には電荷発生層を形成することができる。電荷発生層
は、アゾ系顔料、フタロシアニン系顔料、インジゴ系顔料、ペリレン系顔料、多環キノン
系顔料、スクワリリウム色素、ピリリウム塩類、チオピリリウム塩類、トリフェニルメタ
ン系色素の如き有機材料；セレン、非晶質シリコンの如き無機物質からなる電荷発生物質
を適当な結着剤に分散し塗工あるいは蒸着により形成される。結着剤としては、広範囲な
結着性樹脂から選択できる。例えば、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリビ
ニルブチラール樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、フェノール樹
脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、酢酸ビニル樹脂が挙げられる。電荷発生層中に含有
される結着剤の量は８０質量％以下、好ましくは０～４０質量％が良い。電荷発生層の膜
厚は５μｍ以下、特には０．０５～２μｍが好ましい。
【０１３９】
　前記静電潜像担持体には、前記電荷発生層に重なるように、電荷輸送層を形成すること
ができる。電荷輸送層は、電界の存在下で電荷発生層から電荷キャリアを受け取り、これ
を輸送する機能を有している。電荷輸送層は電荷輸送物質を必要に応じて結着樹脂と共に
溶剤中に溶解し、塗工することによって形成される。その膜厚は一般的には５～４０μｍ
である。電荷輸送物質としては、主鎖又は側鎖にビフェニレン、アントラセン、ピレン、
フェナントレンの如き構造を有する多環芳香族化合物；インドール、カルバゾール、オキ
サジアゾール、ピラゾリンの如き含窒素環式化合物；ヒドラゾン化合物；スチリル化合物
；セレン、セレン－テルル、非晶質シリコン、硫化カドニウムの如き無機化合物が挙げら
れる。
【０１４０】
　これら電荷輸送物質を分散させる結着樹脂としては、ポリカーボネート樹脂、ポリエス
テル樹脂、ポリメタクリル酸エステル、ポリスチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリアミド樹
脂の如き樹脂；ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリビニルアントラセンの如き有機光導
電性ポリマーが挙げられる。
【０１４１】
　前記静電潜像担持体の表面には、表面層として、保護層を設けてもよい。保護層の樹脂
としては、ポリエステル、ポリカーボネート、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール
樹脂、あるいはこれらの樹脂を硬化剤で硬化させたものが挙げられる。これらは、単独あ
るいは二種以上組み合わされて用いられる。
【０１４２】
　保護層の樹脂中に導電性微粒子を分散してもよい。導電性微粒子の例としては、金属又
は金属酸化物の微粒子が挙げられる。好ましくは、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化スズ、酸
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化アンチモン、酸化インジウム、酸化ビスマス、酸化スズ被膜酸化チタン、スズ被膜酸化
インジウム、アンチモン被膜酸化スズ、酸化ジルコニウムの如き材料の微粒子がある。こ
れらは単独で用いても二種以上を混合して用いても良い。一般的に保護層に導電性微粒子
を分散させる場合、導電性微粒子による入射光の散乱を防ぐために入射光の波長よりも導
電性微粒子の粒径の方が小さいことが好ましい。保護層に分散される導電性微粒子の粒径
としては０．５μｍ以下であることが好ましい。保護層中での含有量は、保護層総質量に
対して２～９０質量％が好ましく、５～８０質量％がより好ましい。保護層の膜厚は、０
．１～１０μｍが好ましく、１～７μｍがより好ましい。
【０１４３】
　表面層の塗工は、樹脂分散液をスプレーコーティング、ビームコーティングあるいは浸
透コーティングすることによって行うことができる。
【０１４４】
　本発明のシアントナーを一成分現像方法で用いる場合には、高画質を得るために、トナ
ー担持体上にトナー担持体－静電潜像担持体の最近接距離（Ｓ－Ｄ間）よりも小さい層厚
で、トナーを塗布し、交番電界を印加して現像を行う現像工程で現像されることが好まし
い。
【０１４５】
　本発明に使用されるトナー担持体の表面粗さは、ＪＩＳ中心線平均粗さ（Ｒａ）で０．
２～３．５μｍの範囲にあることが好ましい。Ｒａが０．２μｍ未満ではトナー担持体上
の帯電量が高くなりやすく、現像性が低下しやすい。Ｒａが３．５μｍを超えると、トナ
ー担持体上のトナーコート層にむらが生じやすい。さらに好ましくは、０．５～３．０μ
ｍの範囲にあることが好ましい。
【０１４６】
　さらに本発明のシアントナーは高い帯電能力を有するために、現像に際しては、トナー
の総帯電量をコントロールすることが好ましい。このような観点から、トナー担持体の表
面は導電性微粒子及び滑剤のいずれか一方又は両方を分散した樹脂層で被覆されているこ
とが好ましい。
【０１４７】
　トナー担持体表面を被覆する樹脂層に含有される導電性微粒子としては、カーボンブラ
ック、グラファイト、導電性酸化亜鉛の如き導電性金属酸化物及び金属複酸化物が挙げら
れる。これらは単独もしくは二つ以上好ましく用いられる。前記導電性微粒子が分散され
る樹脂としては、フェノール系樹脂、エポキシ系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル
系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系
樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂の如き樹脂が用いられる。特に熱硬化性もしくは
、光硬化性の樹脂が好ましい。
【０１４８】
　本発明のシアントナーを用いて画像を形成する場合では、前記トナー担持体上のトナー
を規制する部材がトナーを介してトナー担持体に当接して設けられていることが、トナー
を均一に帯電させる上で好ましい。この部材は、弾性部材であることが特に好ましい。本
発明においてはオゾンが発生しないように帯電部材及び転写部材が静電潜像担持体に当接
されていることが画像流れ現象を低減する上で好ましい。
【０１４９】
　次に、図６を参照しながら本発明のシアントナーを用いる画像形成方法をより具体的に
説明する。図６において、Ａはプリンタ部、Ｂはこのプリンタ部Ａの上に搭載した画像読
み取り部（イメージスキャナ）である。なお、本発明のシアントナーを用いる画像形成方
法は、画像の形成に関する公知の手段や装置を適宜用いることによって行うことが出来る
。本発明のシアントナーを用いる画像形成方法では、通常、二種類以上のトナーが使用さ
れるため、トナーの色の濃淡や種類に応じて静電潜像を形成することができる静電潜像形
成手段（例えば後述する露光装置等）が用いられる。
【０１５０】
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　画像読み取り部Ｂにおいて、２０は固定の原稿台ガラスであり、この原稿台ガラス２０
の上面に原稿Ｇを複写すべき面を下側にして載置し、その上に不図示の原稿板を被せてセ
ットする。２１は原稿照射用ランプ２１ａ、短焦点レンズアレイ２１ｂ、フルカラーセン
サとしてのＣＣＤセンサ２１ｃ等を配置した画像読み取りユニットである。
【０１５１】
　この画像読み取りユニット２１は、不図示のコピーボタンが押されることで、図６にお
ける原稿台ガラス２０の下側においてこの原稿台ガラス２０の、図６における紙面に対し
て左辺側のホームポジションから右辺側にガラス下面に沿って往動駆動され、所定の往復
終点に達すると復動駆動されて始めのホームポジションに戻される。
【０１５２】
　画像読み取りユニット２１の往動駆動過程において、原稿台ガラス２０上のセット原稿
Ｇの下向き画像面が原稿照射用ランプ２１ａにより左辺側から右辺側にかけて順次照明走
査され、その照明走査光の原稿面反射光が短焦点レンズアレイ２１ｂによってＣＣＤセン
サ２１ｃに結像入射する。
【０１５３】
　ＣＣＤセンサ２１ｃは、不図示の受光部、転送部、出力部より構成されており、受光部
において光信号が電荷信号に変えられて、転送部でクロックパルスに同期して順次出力部
へ転送され、出力部において電荷信号を電圧信号に変換し、増幅、低インピーダンス化し
て出力する。このようにして得られたアナログ信号を周知の画像処理によりデジタル信号
に変換してプリンタ部Ａに出力する。即ち、画像読み取り部Ｂにより原稿Ｇの画像情報が
時系列電気デジタル画素信号（画像信号）として光電読み取りされる。
【０１５４】
　図７に、画像処理の一例のブロック図を示す。同図において、フルカラーセンサ２１ｃ
から出力された画像信号は、アナログ信号処理部７１に入力されてゲインやオフセットが
調整された後、Ａ／Ｄ変換部７２で各色成分ごとに、例えば、８ビット（０～２５５レベ
ル：２５６階調）のＲＧＢデジタル信号に変換され、シェーディング補正部７３において
、色ごとに基準白色板（不図示）を読み取った信号を用いて一列に並んだＣＣＤのセンサ
セル群一つ一つの感度バラツキを無くすために、一つ一つのＣＣＤセンサセルに対応させ
てゲインを最適化してかける公知のシェーディング補正が施される。
【０１５５】
　ラインディレイ部７４は、シェーディング補正部７３から出力された画像信号に含まれ
ている空間的ずれを補正する。この空間的ずれは、フルカラーセンサ２１ｃの各ラインセ
ンサが、副走査方向に、互いに所定の距離を隔てて配置されていることにより生じたもの
である。具体的には、Ｂ（ブルー）色成分信号を基準として、Ｒ（レッド）及びＧ（グリ
ーン）の各色成分信号を副走査方向にライン遅延し、三つの色成分信号の位相を同期させ
る。
【０１５６】
　入力マスキング部７５は、ラインディレイ部７４から出力された画像信号の色空間をマ
トリクス演算により、ＮＴＳＣの標準色空間に変換する。つまり、フルカラーセンサ２１
ｃから出力された各色成分信号の色空間は、各色成分のフィルターの分光特性で決まって
いるが、ＮＴＳＣの標準色空間に変換される。
【０１５７】
　ＬＯＧ変換部７６は、例えば、ＲＯＭなどからなるルックアップテーブル（ＬＵＴ）で
構成され、入力マスキング部５５から出力されたＲＧＢ輝度信号をＣＭＹ濃度信号に変換
する。ライン遅延メモリ７７は、黒文字判定部（不図示）が入力マスキング部７５の出力
から制御信号ＵＣＲ、ＦＩＬＴＥＲ、ＳＥＮなどを生成する期間（ライン遅延）分、ＬＯ
Ｇ変換部７６から出力された画像信号を遅延する。
【０１５８】
　マスキング・ＵＣＲ部７８は、ライン遅延メモリ７７から出力された画像信号から黒成
分信号Ｋを抽出し、さらに、プリンタ部の記録色材の色濁りを補正するマトリクス演算を
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、ＹＭＣＫが信号に施して、リーダ部の各読み取り動作ごとにＭ、Ｃ、Ｙ、Ｋ順に、例え
ば８ビットの色成分画像信号を出力する。なお、マトリクス演算に使用するマトリクス計
数は、ＣＰＵ（不図示）によって設定されるものである。
【０１５９】
　次に、得られたデータ８ビットの色成分画像信号Ｄａｔａに基づき、濃ドットと淡ドッ
トの記録率Ｒｎ、Ｒｔを決定する処理を行う。例えば入力した階調データＤａｔａが１０
０／２５５であれば、淡ドットの記録率Ｒｔは２５０／２５５、濃ドットの記録率Ｒｎは
４０／２５５として決定される。なお、記録率は１００パーセントを２５５とする絶対値
で示してある。
【０１６０】
　γ補正部７９は、画像信号をプリンタ部の理想的な階調特性に合わせるために、マスキ
ング・ＵＣＲ部７８から出力された画像信号に濃度補正を施す。出力フィルター（空間フ
ィルター処理部）８０は、ＣＰＵからの制御信号に従って、γ補正部７９から出力された
画像信号にエッジ強調又はスムージング処理を施す。
【０１６１】
　ＬＵＴ８１は、原画像の濃度と出力画像の濃度とを一致させるためのもので、例えばＲ
ＡＭなどで構成され、その変換テーブルは、ＣＰＵによって設定されるものである。パル
ス幅変調器（ＰＷＭ）８２は、入力された画像信号のレベルに対応するパルス幅のパルス
信号を出力し、そのパルス信号は半導体レーザ（レーザ光源）を駆動するレーザドライバ
８３に入力される。
【０１６２】
　なお、この画像形成装置にはパターンジェネレーター（不図示）がのせてあり、階調パ
ターンが登録されていて、パルス幅変調器８２に直接信号を渡すことができるようになっ
ている。
【０１６３】
　露光装置３は、画像読み取りユニット２１から入力される画像信号に基づいて感光体１
表面をレーザ走査露光Ｌして、静電潜像を形成する。
【０１６４】
　図８は、露光装置３を示す概略構成図である。この露光装置３により感光体１表面をレ
ーザ走査露光Ｌする場合には、先ず画像読み取りユニット２１から入力された画像信号に
基づき発光信号発生器２４により、固体レーザ素子２５を所定タイミングで明減（ＯＮ／
ＯＦＦ）させる。そして、固体レーザ素子２５から放射された光信号であるレーザ光を、
コリメーターレンズ系２６によりほぼ平行な光束に変換し、更に、矢印ｃ方向に高速回転
する回転多面鏡２２により感光体１を矢印ｄ方向（長手方向）に走査することによって、
ｆθレンズ群２３、反射ミラーにより感光体１表面にレーザスポットが結像される。この
ようなレーザ走査により感光体１表面には走査分の露光分布が形成され、更に、各走査毎
に感光体１表面に対して垂直に所定量だけスクロールさせれば、感光体１表面に画像信号
に応じた露光分布が得られる。
【０１６５】
　即ち、感光体１の一様帯電面（例えば－７００Ｖに帯電）に画像信号に対応してＯＮ／
ＯＦＦ発光される固体レーザ素子２５の光を高速で回転する回転多面鏡２２によって走査
することにより、感光体１表面には走査露光パターンに対応した各色の静電潜像が順次形
成されていく。
【０１６６】
　現像装置４は、図９に示すように、現像器４１１ａ、４１１ｂ、４１２、４１３、４１
４、４１５に、それぞれシアントナーａを有する現像剤、シアントナーｂを有する現像剤
、マゼンタトナーを有する現像剤、イエロートナーを有する現像剤、及び、ブラックトナ
ーを有する現像剤が収容され、トナーの種類に応じた適当な現像方式によって、静電潜像
担持体としての感光体１に形成された静電潜像を現像し、各色トナー像が感光体１に形成
される。本発明に関わる５種の現像剤は、上述の現像器６種から選ばれるいずれの現像器
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に収容されてもよく、色順については問わない。また、残る一つの現像器には他の色味を
有する淡色トナー、緑色やオレンジ色、白色といった特色トナー、着色剤を含有しない無
色トナー等を有する現像剤を導入してもよい。これらの現像器として、図１０に示すよう
な二成分現像器は好ましい例の一つである。
【０１６７】
　図１０において、二成分現像器は矢印ｅ方向に回転駆動される現像スリーブ３０を備え
ており、現像スリーブ３０内にはマグネットローラ３１が固定配置されている。現像容器
３２には、現像剤Ｔを現像スリーブ３０表面に薄層形成するための規制ブレード３３（例
えば現像スリーブ３０の表面に対して離間して設けられる非磁性の金属プレート等）が設
置されている。
【０１６８】
　また、現像剤容器３２の内部は、隔壁３６によって現像室（第一室）Ｒ１と撹拌室（第
二室）Ｒ２とに区画され、撹拌室Ｒ２の上方には、トナーホッパ３４が配置されている。
現像室Ｒ１と撹拌室Ｒ２には、それぞれ搬送スクリュー３７、３８が設置されている。な
お、トナーホッパ３４には補給口３５が設けられており、トナー補給時、トナーｔが前記
補給口３５を経て撹拌室Ｒ２内に落下補給される。
【０１６９】
　一方、現像室Ｒ１及び撹拌室Ｒ２内には、上記トナー粒子と磁性キャリア粒子が混合さ
れた現像剤Ｔが収容されている。
【０１７０】
　また、現像室Ｒ１内の現像剤Ｔは、搬送スクリュー３７の回転駆動によって現像スリー
ブ３０の長手方向に向けて搬送される。撹拌室Ｒ２内の現像剤Ｔは、搬送スクリュー３８
の回転駆動によって現像スリーブ３０の長手方向に向けて搬送される。搬送スクリュー３
８による現像剤搬送方向は、搬送スクリュー３７によるそれとは反対方向である。
【０１７１】
　隔壁３６には、紙面と垂直方向である手前側と奥側に開口部（不図示）がそれぞれ設け
られており、搬送スクリュー３７で搬送された現像剤Ｔがこの開口部の１つから搬送スク
リュー３８に受渡され、搬送スクリュー３８で搬送された現像剤Ｔが上記開口部の他の１
つから搬送スクリュー３７に受渡される。トナーは磁性粒子との摩擦で、潜像を現像する
ための極性に帯電する。
【０１７２】
　アルミニウムや非磁性ステンレス銅等の非磁性材からなる現像スリーブ３０は、現像剤
容器３２の感光体１に近接する部位に設けた開口部に設けられており、矢印ｅ方向（反時
計方向）に回転してトナー及びキャリアの混合された現像剤Ｔを現像部Ｃに担持搬送する
。現像スリーブ３０に担持された現像剤Ｔの磁気ブラシは現像部Ｃで矢印ａ方向（時計方
向）に回転する感光体１に接触し、静電潜像はこの現像部Ｃで現像される。
【０１７３】
　現像スリーブ３０には、電源（不図示）により交流電圧に直流電圧を重畳した振動バイ
アス電圧が印加される。潜像の暗部電位（非露光部電位）と明部電位（露光部電位）は、
上記振動バイアス電位の最大値と最小値の間に位置している。これによって、現像部Ｃに
、向きが交互に変化する交番電界が形成される。この交番電界中で、トナーとキャリアは
激しく振動し、トナーが現像スリーブ３０及びキャリアへの静電的拘束を振り切って潜像
に対応して感光体１表面の明部に付着する。
【０１７４】
　振動バイアス電圧の最大値と最小値の差（ピーク間電圧）は１～５ｋＶが好ましく、（
例えば２ｋＶの矩形波）また、周波数は１～１０ｋＨｚが好ましい。また、振動バイアス
電圧の波形は、矩形波に限らず、サイン波、三角波等であっても良い。
【０１７５】
　そして、上記直流電圧成分は、静電潜像の暗部電位と明部電位の間の値のものであるが
絶対値で最小の明部電位よりも暗部電位の方により近い値であることが、暗部電位領域へ
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のカブリトナーの付着を防止するうえで好ましい。例えば、暗部電位－７００Ｖに対して
、明部電位－２００Ｖ、現像バイアスの直流成分を－５００Ｖとすると良い。また、現像
スリーブ３０と感光体１の最小間隙（この最小間隙位置は現像部Ｃ内にある）は０．２～
１ｍｍ例えば０．５ｍｍ、であることが好ましい。
【０１７６】
　また、規制ブレード３３で規制されて現像部Ｃに搬送される現像剤Ｔの量は、マグネッ
トローラ３１の現像磁極Ｓ１による現像部Ｃでの磁界により形成される現像剤Ｔの磁気ブ
ラシの現像スリーブ３０表面上での高さが、感光体１を取り去った状態で、現像スリーブ
３０と感光体１間の最小間隙値の１．２～３倍となるような量であることが好ましい。例
えば、前記最小間隙値が５００μｍ（０．５ｍｍ）であれば７００μｍにすると良い。
【０１７７】
　マグネットローラ３１の現像磁極Ｓ１は、現像部Ｃと対向する位置に配置されており、
現像磁極Ｓ１が現像部Ｃに形成する現像磁界により現像剤Ｔの磁気ブラシが形成され、こ
の磁気ブラシが感光体１に接触してドット分布静電潜像を現像する。その際、磁性キャリ
アの穂（ブラシ）に付着しているトナーも、この穂ではなくスリーブ表面に付着している
トナーも、静電潜像の露光部に転移してこれを現像する。
【０１７８】
　現像磁極Ｓ１による現像磁界の現像スリーブ３０表面上での強さ（現像スリーブ３０表
面に垂直な方向の磁束密度）は、そのピーク値が５×１０-2（Ｔ）～２×１０-1（Ｔ）で
あることが好適である。また、マグネットローラ３１には、上記現像磁極Ｓ１の他に、Ｎ
１、Ｎ２、Ｎ３、Ｓ２極を有している。
【０１７９】
　ここで、感光体１表面の静電潜像を、現像装置４を用いて二成分磁気ブラシ法により顕
像化する現像工程と現像剤Ｔの循環系について説明する。
【０１８０】
　現像スリーブ３０の回転によりＮ２極で汲み上げられた現像剤ＴはＳ２極からＮ１極と
搬送され、その途中で規制ブレード３３で層厚が規制され、現像剤薄層を形成する。そし
て、現像磁極Ｓ１の磁界中で穂立ちした現像剤Ｔが感光体１上の静電潜像を現像する。そ
の後、Ｎ３極、Ｎ２極間の反発磁界により現像スリーブ３０上の現像剤Ｔは現像室Ｒ１内
へ落下する。現像室Ｒ１内に落下した現像剤Ｔは、搬送スクリュー３７により撹拌搬送さ
れる。
【０１８１】
　本発明において、中間転写体及び転写手段としては、一般的な材料を用いることが可能
である。
【０１８２】
　転写体５は、表面に例えばポリエチレンテレフタレート樹脂フィルムからなる転写シー
ト５ｃが張設されており、感光体１に対して当接、離間自在に設置されている。転写体５
は矢印方向（時計方向）に回転駆動される。転写体５内には、転写帯電器５ａ、分離帯電
器５ｂ等が設置されている。
【０１８３】
　次に、上記した画像形成装置の画像形成動作について説明する。
【０１８４】
　感光体１は、中心支軸を中心に所定の周速度（プロセススピード）で矢印ａ方向（反時
計方向）に回転駆動され、その回転過程において一次帯電器２により、本実施の形態では
負極性の一様な帯電処理を受ける。
【０１８５】
　そして、感光体１の一様帯電面に対して露光装置（レーザ走査装置）３から出力される
、画像読み取り部Ｂからプリンタ部Ａ側に出力される画像信号に対応して変調されたレー
ザ光による走査露光Ｌによって、感光体１上に画像読み取り部Ｂにより光電読み取りされ
た原稿Ｇの画像情報に対応した各色の静電潜像が順次形成される。感光体１上に形成され
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た静電潜像は現像装置４により、上述した二成分磁気ブラシ法によって、先ず現像器４１
１ａにより反転現像されて第一色目のトナー像として可視像化される。
【０１８６】
　一方、感光体１上への上記トナー像の形成に同期して、給紙カセット１０内に収納され
た紙などの転写材Ｐが給紙ローラー１１又は１２により１枚ずつ給送され、レジストロー
ラ１３により所定のタイミングで転写体５に給紙され、吸着ローラ１４によって転写材Ｐ
が転写体５上に静電吸着される。転写体５上に静電吸着された転写材Ｐは、転写体５の矢
印方向（時計方向）の回転によって感光体１と対向した位置に移動し、転写帯電器５ａに
よって転写材Ｐの裏側に前記トナーと逆極性の電荷が付与されて、表面側に感光体１上の
トナー像が転写される。
【０１８７】
　この転写後、感光体１上に残留している転写残トナーはクリーニング装置６によって除
去され、次のトナー像の形成に供される。
【０１８８】
　以下、同様にして感光体１上の静電潜像が現像されて、感光体１上に形成されたシアン
トナーａ像、シアントナーｂ像、マゼンタトナー像、イエロートナー像、ブラックトナー
像が転写帯電器５ａにより転写体５上の転写材Ｐに重ねて転写され、フルカラー画像が形
成される。
【０１８９】
　そして、転写材Ｐを分離帯電器５ｂによって転写体５上から分離し、分離された転写材
Ｐは搬送ベルト８を通して定着装置９に搬送される。定着装置９に搬送された転写材Ｐは
、定着ローラー９ａと加圧ローラー９ｂ間で加熱、加圧されて表面にフルカラー画像が定
着された後、排紙ローラー１５によりトレイ１６上に排紙される。
【０１９０】
　また、感光体１表面は、クリーニング装置６によって転写残トナーが除去され、更に感
光体１表面は、前露光ランプ７で除電され、次の画像形成に備える。
【０１９１】
　なお、図示しないが、例えば静電潜像担持体、静電潜像担持体の帯電手段、露光装置、
現像装置、静電潜像担持体に対応して設けられる転写手段、及びクリーニング装置を複数
（トナーの種類の数だけ）有し、転写手段の転写位置に一枚の転写材を順に搬送する搬送
手段と、定着装置とを有する画像形成装置（いわゆるタンデム方式の画像形成装置）を用
いれば、各色のトナー画像を転写材に直接転写することが可能となり、前述した転写体５
（中間転写体）を介さずに、二種類以上のトナーに用いた画像を形成することが可能であ
る。
【０１９２】
　次に、本発明のシアントナーに関する各物性の測定に好適な方法を以下に示す。
・ＧＰＣによるトナー、結着樹脂、ワックス分散媒体の分子量の測定
　トナーの樹脂成分、結着樹脂及びワックス分散媒体のＧＰＣによる分子量分布は、下記
の通り、測定対象の試料をＴＨＦ溶媒に溶解させて得られたＴＨＦ可溶成分を用いて、Ｇ
ＰＣにより測定することによって求められる。
【０１９３】
　すなわち、試料をＴＨＦ中に入れ、数時間放置した後十分に振とうしＴＨＦと良く混ぜ
（試料の合一体がなくなるまで）、更に１２時間以上静置する。このときＴＨＦ中への放
置時間が２４時間以上となるようにする。その後、サンプル処理フィルター（ポアサイズ
　０．４５～０．５μｍ、例えば、マイショリディスクＨ－２５－５　東ソー社製、エキ
クロディスク２５ＣＲ　ゲルマンサイエンスジャパン社製などが利用できる）を通過させ
たものを、ＧＰＣの試料とする。また試料濃度は、樹脂成分が０．５～５ｍｇ／ｍｌとな
るように調整する。上記の方法で調製された試料のＧＰＣの測定は、４０℃のヒートチャ
ンバー中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラムに溶媒としてテトラヒドロフラ
ン（ＴＨＦ）を毎分１ｍｌの流速で流し、試料濃度として０．０５～０．６質量％に調整
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した樹脂のＴＨＦ試料溶液を約５０～２００μｌ注入して測定する。
【０１９４】
　カラムとしては、１０3～２×１０6の分子量領域を的確に測定するために、市販のポリ
スチレンジェルカラムを複数本組み合わせるのが良く、例えば昭和電工社製のｓｈｏｄｅ
ｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０１、８０２、８０３、８０４、８０５、８０６、８０７の組み合
わせや、Ｗａｔｅｒｓ社製のμ－ｓｔｙｒａｇｅｌ　５００、１０3、１０4、１０5の組
み合わせを挙げることができる。検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を用いる。
【０１９５】
　試料の分子量測定にあたっては、試料の有する分子量分布を数種の単分散ポリスチレン
標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数（リテンションタイム）との関係
から算出する。検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、例えば東ソー社製或いは
Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．製の分子量が６×１０2、２．１×１０3、
４×１０3、１．７５×１０4、５．１×１０4、１．１×１０5、３．９×１０5、８．６
×１０5、２×１０6、４．４８×１０6のものを用い、少なくとも１０点程度の標準ポリ
スチレン試料を用いるのが適当である。
【０１９６】
　・ＧＰＣによるワックス分子量の測定
　装置：ＧＰＣ－１５０Ｃ（ウォーターズ社）
　カラム：ＧＭＨ－ＨＴ３０ｃｍ、２連（東ソー社製）
　温度：１３５℃
　溶媒：ｏ－ジクロロベンゼン（０．１質量％アイオノール添加）
　流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　試料：０．１５質量％のワックスを０．４ｍｌ注入
　以上の条件で測定し、ワックスの分子量算出にあたっては単分散ポリスチレン標準試料
により作成した分子量校正曲線を使用する。さらに、Ｍａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ粘度式か
ら導き出される換算式に基づいてポリエチレン換算することでワックスの分子量を算出す
る。
【０１９７】
　・トナー及びワックス等における最大吸熱ピークの極大温度の測定
　トナー及びワックスの最大吸熱ピークは、示差走査熱量計（ＤＳＣ測定装置）、ＤＣＳ
－７（パーキンエルマー社製）やＤＳＣ２９２０（ＴＡインスツルメンツジャパン社製）
を用いて測定することができる。測定方法は、ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準ずる。
【０１９８】
　測定試料は５～２０ｍｇ、好ましくは１０ｍｇを精密に秤量する。それをアルミパン中
に入れ、リファレンスとして空のアルミパンを用い、測定範囲３０～２００℃の間で、１
０℃／ｍｉｎの速度で以下の昇温及び降温を行い、測定を行う。
　温度曲線：昇温Ｉ（３０℃～２００℃、昇温速度１０℃／ｍｉｎ）
　　　　　　降温Ｉ（２００℃～３０℃、降温速度１０℃／ｍｉｎ）
　　　　　　昇温ＩＩ（３０℃～２００℃、昇温速度１０℃／ｍｉｎ）
【０１９９】
　トナー及びワックスの最大吸熱ピークは、昇温ＩＩの過程で、樹脂Ｔｇの吸熱ピーク以
上の領域のベースラインからの高さが一番高いものを、若しくは樹脂Ｔｇの吸熱ピークが
別の吸熱ピークと重なり判別し難い場合、その重なるピークの一番高いものを最大吸熱ピ
ークとする。
【０２００】
　・着色剤分散径の測定
　２．３モルのショ糖溶液にトナーを加え、よく撹拌しこれを試料ホルダーピンに少量つ
け、次いで液体Ｎ2中に投入し固化させ、ただちに試料アームヘッドにセットする。
【０２０１】
　クライオ装置付きのウルトラミクロトームＦＣ４Ｅ（日製産業製）にて常法に従ってカ
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ッティングしサンプルを用意する。
【０２０２】
　これを電子顕微鏡Ｈ－８０００形（日立製作所社製）を用いて、加速電圧１００ｋＶに
して、写真を撮る。倍率はサンプルに応じて適宜選択する。
【０２０３】
　その画像情報をインターフェースを介してニレコ社製画像解析装置（Ｌｕｚｅｘ３）に
導入し、二値の画像データに変換する。そのうち、０．１μｍ以上の粒径を有する顔料粒
子についてのみ無作為に解析を行うこととし、サンプリング数が３００回を超えるまで測
定を繰り返し、本発明で必要とする着色剤粒子の個数平均粒径、ならびに粒度分布を求め
る。
【０２０４】
　なお、ここでは０．１μｍより大きい粒子のみを測定対象とする。また、本発明で言う
粒径は、各着色剤粒子画像を球形近似した後、得られる直径により定義される値とする。
【０２０５】
　（トナー平均円形度の測定）
　トナーの平均円形度は、フロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－２１００型」（シスメッ
クス社製）を用いて測定を行い、下式を用いて算出する。
　　円相当径＝（粒子投影面積／π）1/2×２
　　円形度＝（粒子投影面積と同じ面積の円の周囲長）÷（粒子投影像の周囲長）
【０２０６】
　ここで、「粒子投影面積」とは二値化されたトナー粒子像の面積であり、「粒子投影像
の周囲長」とは該トナー粒子像のエッジ点を結んで得られる輪郭線の長さと定義する。測
定は、５１２×５１２の画像処理解像度（０．３μｍ×０．３μｍの画素）で画像処理し
た時の粒子像の周囲長を用いる。
【０２０７】
　本発明における円形度はトナー粒子の凹凸の度合いを示す指標であり、トナー粒子が完
全な球形の場合に１．０００を示し、表面形状が複雑になる程、円形度は小さな値となる
。
【０２０８】
　また、円形度頻度分布の平均値を意味する平均円形度Ｃは、粒度分布の分割点ｉでの円
形度（中心値）をｃｉ、測定粒子数をｍとすると、次式から算出される。
【０２０９】
【数２】

【０２１０】
　なお、本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－２１００」は、各粒子の円形度
を算出後、平均円形度の算出に当たって、得られた円形度によって、粒子を円形度０．４
～１．０を０．０１ごとに等分割したクラスに分け、その分割点の中心値と測定粒子数を
用いて平均円形度の算出を行う。
【０２１１】
　具体的な測定方法としては、容器中に予め不純固形物などを除去したイオン交換水１０
ｍｌを用意し、その中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルホン
酸塩を加えた後、更に測定試料を０．０２ｇ加え、均一に分散させる。分散させる手段と
しては、超音波分散機「Ｔｅｔｏｒａ１５０型」（日科機バイオス社製）を用い、２分間
分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、該分散液の温度が４０℃以上とならな
い様に適宜冷却する。また、円形度のバラツキを抑えるため、フロー式粒子像分析装置Ｆ
ＰＩＡ－２１００の機内温度が２６～２７℃になるよう装置の設置環境を２３℃±０．５
℃にコントロールし、一定時間おきに、好ましくは２時間おきに２μｍラテックス粒子を
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用いて自動焦点調整を行う。
【０２１２】
　トナー粒子の円形度測定には、前記フロー式粒子像測定装置を用い、測定時のトナー粒
子濃度が３０００～１万個／μｌとなる様に該分散液濃度を再調整し、トナー粒子を１０
００個以上計測する。計測後、このデータを用いて、円相当径２μｍ未満のデータをカッ
トして、シアントナーの平均円形度を求める。
【０２１３】
　さらに本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－２１００」は、従来よりトナー
の形状を算出するために用いられていた「ＦＰＩＡ－１０００」と比較して、シースフロ
ーの薄層化（７μｍ→４μｍ）及び処理粒子画像の倍率の向上、さらに取り込んだ画像の
処理解像度を向上（２５６×２５６→５１２×５１２）によりトナーの形状測定の精度が
上がっており、それにより微粒子のより確実な補足を達成している装置である。従って、
本発明のように、より正確に形状を測定する必要がある場合には、より正確に形状に関す
る情報が得られるＦＰＩＡ２１００の方が有用である。
【０２１４】
　・粉体状態における反射率及び明度の測定
　粉体状態のシアントナーにおける反射率及び明度は、分光式色差計「ＳＥ－２０００」
（日本電色工業社製）を用い、ＪＩＳ　Ｚ－８７２２に準拠して、光源の条件をＣ光源２
度視野として測定する。測定は付属の取り扱い説明書に沿って行うが、標準板の標準合わ
せには、オプションの粉体測定用セル内に２ｍｍ厚で直径３０ｍｍのガラスを介した状態
で行うのが良い。より詳しくは、前記分光式色差計の粉体試料用試料台（アタッチメント
）上に、試料粉体を充填したセルを設置した状態で測定を行う。尚、セルを粉体試料用試
料台に設置する以前に、セル内の内容積に対して８０％以上粉体試料を充填し、振動台上
で１回／秒で振り幅１ｃｍの振動を３０秒間加えた上で測定する。本発明の粉体状態のシ
アントナー（淡色シアントナー）の一例、及び、これよりも反射率が低い粉体状態の濃色
シアントナーの一例を用い、得られた反射率を縦軸に、反射光の波長を横軸にプロットし
たときの分光感度分布の測定結果を図２に示す。波長５００ｎｍ及び６００ｎｍ時におけ
る反射率は、図２の如く結果をグラフ化することにより、簡単に求めることができる。
【０２１５】
　・画像におけるＬ*、ａ*、ｂ*の測定
　画像のａ*、ｂ*、Ｌ*は、例えば市販の普通紙フルカラー複写機（カラーレーザー複写
機ＣＬＣ１１５０；キヤノン製）にトナーを導入し、受像体として普通紙（カラーレーザ
ーコピア用紙ＴＫＣＬＡ４；キヤノン製）を用い、紙上のトナー量を変化させて形成され
た２００線１６階調画像を、ＳｐｅｃｔｒｏＳｃａｎ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ（Ｇｒ
ｅｔａｇＭａｃｂｅｔｈ社製）を用いて測定することによって求められる。以下に具体的
な測定条件の一例を示す。
【０２１６】
　＜測定条件＞
　観測光源：Ｄ５０
　観測視野：２°
　濃度：ＤＩＮ　ＮＢ
　白色基準：Ｐａｐ
　フィルター：なし
【０２１７】
　本発明の淡色シアントナーの一例、及び、これよりも反射率が低い濃色シアントナーの
一例を用いて測定し、得られたａ*の値を横軸、ｂ*の値を縦軸にプロットしたａ*－ｂ*座
標図を図３に示す。
【０２１８】
　・シアントナーの粘弾性特性（貯蔵弾性率Ｇ’120及びＧ’180）の測定
　シアントナーを直径２５ｍｍ、厚さ約２．５ｍｍの円板状の試料に加圧成型する。次に
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加圧成型された試料をパラレルプレートにセットし、５０～２００℃の温度範囲内で徐々
に昇温させ、温度分散測定を行う。昇温速度は２℃／ｍｉｎとし，角周波数（ω）は６．
２８ｒａｄ／ｓｅｃに固定し、歪率は自動とする。横軸に温度、縦軸に貯蔵弾性率（Ｇ’
）を取り、各温度（１２０℃及び１８０℃）における値を読み取る。測定にあたっては、
ＡＲＥＳ（粘弾性測定装置、ＴＡ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ社製）を用いる。
【０２１９】
　・シアントナー変形量（Ｒ200、Ｒ500）の測定
　シアントナーは、５～５．５ｇのトナーを錠剤成型器により８．０×１０6Ｐａの圧力
で２分間加圧することで、直径２５ｍｍ、高さ１０～１１ｍｍの円柱状試料に成型する。
測定装置は、ＰＴＦＥコートしたＳＵＳ製の直径２５ｍｍパラレルプレートを装着したＡ
ＲＥＳ（粘弾性測定装置、ＴＡ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ社製）を使用する。
【０２２０】
　変形量の測定方法は、ＰＴＦＥコートした直径２５ｍｍのパラレルプレートを使用する
。トナーの成型試料をパラレルプレート上に設置し、治具温度を１２０℃に制御して、試
料の温度が１２０℃に達したことを確認後、試料の高さ（ｇａｐ）を１０．０００ｍｍに
調整する。Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｅｘｔｅｎｓｉｏｎ　Ｍｏｄｅ　ＴｅｓｔのＲａｔｅ　Ｍ
ｏｄｅ　Ｔｅｓｔを選択し、Ｒａｔｅ＝－０．５ｍｍ／ｓでトナー成型試料を圧縮し、試
料の高さ（ｇａｐ）と等速で試料を圧縮するのに必要な荷重（Ｎｏｒｍａｌ　Ｆｏｒｃｅ
と称す）との関係を測定する。
【０２２１】
　Ｎｏｒｍａｌ　Ｆｏｒｃｅが荷重２００ｇ（圧力４．０×１０3Ｐａ）での試料の高さ
（ｇａｐ）をＧ200（ｍｍ）とすると、下記式からトナー変形量（Ｒ200）が算出できる。
【０２２２】
【数３】

【０２２３】
　同様にして、Ｎｏｒｍａｌ　Ｆｏｒｃｅが荷重５００ｇ（圧力１．０×１０4Ｐａ）で
の試料の高さＧ500を用いることにより、トナー変形量（Ｒ500）を測定することができる
。
【実施例】
【０２２４】
　以下、本発明を製造例及び実施例により具体的に説明するが、これらは本発明を何ら限
定するものではない。
【０２２５】
　（ハイブリッド樹脂（Ｉ）の製造例）
　ビニル系共重合体ユニットを形成するモノマーとして、スチレン２．０ｍｏｌ、２－エ
チルヘキシルアクリレート０．２１ｍｏｌ、フマル酸０．１６ｍｏｌ、α－メチルスチレ
ンの２量体０．０３ｍｏｌ、ジクミルパーオキサイド０．０５ｍｏｌを滴下ロートに入れ
た。また、ポリエステルユニットを形成するモノマーとしてポリオキシプロピレン（２．
２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン７．０ｍｏｌ、ポリオキシエチ
レン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン３．０ｍｏｌ、テレ
フタル酸３．０ｍｏｌ、無水トリメリット酸２．０ｍｏｌ、フマル酸５．０ｍｏｌ及び酸
化ジブチル錫０．２ｇをガラス製４リットルの四つ口フラスコに入れ、温度計、撹拌棒、
コンデンサー、及び窒素導入管を四つ口フラスコに取りつけ、この四つ口フラスコをマン
トルヒーター内に設置した。次に四つ口フラスコ内を窒素ガスで置換した後、撹拌しなが
ら徐々に昇温し、１４０℃の温度で撹拌しつつ、先の滴下ロートより、ビニル系共重合体
のモノマー及び重合開始剤を４時間かけて滴下した。次いで２００℃に昇温を行い、４時
間反応せしめてハイブリッド樹脂（Ｉ）を得た。得られたハイブリッド樹脂（Ｉ）のＧＰ
Ｃによる分子量測定の結果を表１に示す。
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【０２２６】
　（ポリエステル樹脂（Ｉ）の製造例）
　ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
３．５ｍｏｌ、ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）プロパン１．５ｍｏｌ、テレフタル酸１．５ｍｏｌ、無水トリメリット酸１．０ｍｏｌ
、フマル酸２．５ｍｏｌ及び酸化ジブチル錫０．１ｇをガラス製４リットルの四つ口フラ
スコに入れ、温度計、撹拌棒、コンデンサー、及び窒素導入管を四つ口フラスコに取りつ
け、この四つ口フラスコをマントルヒーター内に設置した。窒素雰囲気下で、２２０℃で
５時間反応させ、ポリエステル樹脂（Ｉ）を得た。得られたポリエステル樹脂（Ｉ）のＧ
ＰＣによる分子量測定の結果を表１に示す。
【０２２７】
　（ポリエステル樹脂（ＩＩ）の製造例）
　ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
２．５ｍｏｌ、ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）プロパン１．５ｍｏｌ、テレフタル酸１．５ｍｏｌ、無水トリメリット酸５．０ｍｏｌ
、フマル酸２．５ｍｏｌ及び酸化ジブチル錫０．１ｇをガラス製４リットルの四つ口フラ
スコに入れ、温度計、撹拌棒、コンデンサー、及び窒素導入管を四つ口フラスコに取りつ
け、この四つ口フラスコをマントルヒーター内に設置した。窒素雰囲気下で、２２０℃で
５時間反応させ、ポリエステル樹脂（ＩＩ）を得た。得られたポリエステル樹脂（Ｉ）の
ＧＰＣによる分子量測定の結果を表１に示す。
【０２２８】
　（ポリエステル樹脂（ＩＩＩ）の製造例）
　ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
５．０ｍｏｌ、テレフタル酸２．５ｍｏｌ、フマル酸２．５ｍｏｌ及び酸化ジブチル錫０
．１ｇをガラス製４リットルの四つ口フラスコに入れ、温度計、撹拌棒、コンデンサー、
及び窒素導入管を四つ口フラスコに取りつけ、この四つ口フラスコをマントルヒーター内
に設置した。窒素雰囲気下で、２２０℃で５時間反応させ、ポリエステル樹脂（ＩＩＩ）
を得た。得られたポリエステル樹脂（ＩＩＩ）のＧＰＣによる分子量測定の結果を表１に
示す。
【０２２９】
　（ビニル系樹脂（Ｉ）の製造例）
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０質量部
・アクリル酸－ｎ－ブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４質量部
・マレイン酸モノブチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６質量部
・２，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオキシシクロヘキシル）プロパン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
　四つ口フラスコ内でキシレン２００質量部を撹拌しながら四つ口フラスコ内を十分に窒
素で置換し、１２０℃に昇温させた後、上記各成分を３．５時間かけて四つ口フラスコ内
に滴下した。更にキシレン還流下で重合を完了し、減圧下で溶媒を蒸留除去してビニル系
樹脂（Ｉ）を得た。得られたビニル系樹脂（Ｉ）のＧＰＣによる分子量測定の結果を表１
に示す。
【０２３０】
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【表１】

【０２３１】
　（ワックス分散剤マスターバッチの製造）
　次に、ワックス分散剤及びワックス分散剤マスターバッチの製造手順を以下に示す。
【０２３２】
　温度計及び撹拌機の付いたオートクレーブ反応槽中に、キシレン６００質量部、最大吸
熱ピーク温度が１１０℃の低密度ポリエチレン１２０質量部を入れ十分溶解し、窒素置換
後、スチレン１９９２質量部、アクリロニトリル１６８質量部、マレイン酸モノブチル２
４０質量部、ジ－ｔ－ブチルパーオキシヘキサヒドロテレフタレート７８質量部及びキシ
レン４５５質量部の混合溶液を１７５℃で３時間で滴下し、さらにこの温度で３０分間保
持して重合を行った。次いで脱溶剤を行い、グラフト反応物であるワックス分散媒体（Ｉ
）を得た。
【０２３３】
　ワックス分散媒体のＧＰＣによる分子量と、ＤＳＣによる低密度ポリエチレンの最大吸
熱ピーク温度を表２に示す。尚、ワックス分散媒体（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）における構成
材料は、ワックス分散媒体（Ｉ）と同じであるが、ワックス分散媒体（ＩＶ）に関しては
、アクリロニトリルを使用しなかった以外はワックス分散媒体（Ｉ）と同じ材料構成であ
る。
【０２３４】

【表２】

【０２３５】
　次に、前記ワックス分散媒体（Ｉ）中に、以下の配合比で精製ノルマルパラフィンワッ
クスであるワックス（Ａ）を分散させて、ワックス（Ａ）とワックス分散媒体（Ｉ）から
なるワックス分散剤（Ｉ）を得た。なお本実施例で使用するワックスの種類及び最大吸熱
ピークの温度を表３に示す。
・ワックス分散媒体（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量％
・ワックス（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量％
【０２３６】
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【表３】

【０２３７】
　上記の如く得られたワックス分散剤（Ｉ）を、以下の配合比にてポリエステル樹脂（Ｉ
）と二軸式押出し機によって溶融混練し、ワックス（Ａ）を含有するワックス分散剤（Ｉ
）のマスターバッチを得た。
・ワックス（Ａ）の分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量％
・ポリエステル樹脂（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量％
【０２３８】
　＜実施例１＞
　（第一の混練工程）
ポリエステル樹脂（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０質量部
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３とＣ．Ｉ．ピグメントグリーン７を含むペースト状着
色剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５質量部（着色剤として３０質量部）
　上記の原材料を上記の処方でまずニーダー型ミキサーに仕込み、混合しながら非加圧下
で昇温させる。最高温度（ペースト中の溶媒の沸点により必然的に決定される。この場合
は９０～１００℃程度）に達した時点で水相中の顔料が溶融樹脂相に分配もしくは移行し
、これを確認した後、さらに３０分間加熱溶融混練させ、ペースト中の着色剤を充分に移
行させる。その後、一旦、ミキサーを停止させ、熱水を排出した後、さらに１３０℃まで
昇温させ、約３０分間加熱溶融混練を行い、着色剤を分散させるとともに水分を留去し、
冷却し、第一の混練物（Ｉ）１００質量部を取り出した。
【０２３９】
　なお、前記ペースト状着色剤とは、二種類以上の着色剤を含み、公知の製造方法によっ
て製造した着色剤スラリーから、着色剤を乾燥させずに得られたペースト状の着色剤混合
物であり、４０質量％の固形分と６０質量％の水を含む組成物である。第一の混練物（Ｉ
）における前記ペースト状着色剤の固形分の組成は、８６質量％のＣ．Ｉ．ピグメントブ
ルー１５：３と、１４質量％のＣ．Ｉ．ピグメントグリーン７である。
【０２４０】
・ハイブリッド樹脂（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・第一の混練物（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５５質量部
・ワックス（Ａ）を含有するワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６質量部（ワックス（Ａ）分として４質量部）
・ジ－ターシャリーブチルサリチル酸のアルミ化合物　　　　　　　　　　　２質量部
　上記材料をヘンシェルミキサーにより十分予備混合し、二軸式押出し機を用いて任意の
バレル温度にて溶融混練し、冷却後、ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕し
、次いでエアージェット方式による微粉砕機で微粉砕した。得られた微粉砕物を図４に示
した分級と機械式衝撃力を用いる表面改質処理装置で処理し、円相当径２μｍ以上の粒子
における平均円形度が０．９３０のトナー粒子を得た。前記トナー粒子１００質量部に、
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イソブチルトリメトキシシランで表面処理した一次粒子径５０ｎｍの酸化チタン微粒子を
１．５質量部外添混合し、重量平均粒径６．５μｍのシアントナーａ－１を得た。
【０２４１】
　シアントナーａ－１と、シリコーン樹脂で表面コートしたフェライトキャリア（平均粒
径４２μｍ）とを、トナー濃度が６質量％になるように混合し、シアン現像剤ａ－１（淡
色用）を調製した。
【０２４２】
　定着ユニットを取り外した市販の普通紙フルカラー複写機（カラーレーザー複写機ＣＬ
Ｃ１１５０；キヤノン社製）を画像形成装置として用いた。本装置は、１つの感光ドラム
の周りに４つの現像器が配され、且つ中間転写ドラムを有する装置であり、各現像器が順
次、近接・離間を繰り返して現像が行われ、そして、中間転写ドラムに担持された転写材
に順次、転写されて画像形成が行われる。本装置のシアン現像器にシアン現像剤ａ－１を
セットした。転写材として普通紙（カラーレーザーコピア用紙ＴＫＣＬＡ４；キヤノン製
）を用い、プリンターモードでシアントナーａ－１の１６階調の未定着パッチ画像を形成
した。
【０２４３】
　そして、前記未定着画像を、厚み１．５ｍｍのゴム層を基材とし、表層に厚みが５０μ
ｍのＰＦＡチューブを巻いた定着ローラを用い、そして上下の定着ローラ間のニップ幅が
１１ｍｍになるように線圧を調整した改造外部定着器を用いてＴＫＣＬＡ４に定着させた
。
【０２４４】
　そして、低濃度領域の中で光学濃度が０．３５付近となる画像を抽出し、そのハーフト
ーンパッチにおける２５６×２５６ｐｉｘｅｌエリアを、ドラムスキャナを用いて解像度
１０００ｄｐｉで読み取り、そのエリアのＲＧＢ値を明度（Ｌ*）値に変換した。
【０２４５】
　その後、Ｌ*値データをフーリエ変換し、空間周波数にした上で、この空間周波数に視
覚の空間周波数特性（ＶＴＦ）を掛け合わせ、目に見えるであろう周波数情報に変換し、
その値を全周波数帯で積分し、がさつき度とした。尚、光学濃度０．３５のパッチが無い
場合には、光学濃度が０．３５前後の近傍の数点のデータを用いて光学濃度０．３５の画
像の明度を算出した。
【０２４６】
　これら画像の粒状性（がさつき度）を以下の基準によりランク別に評価した。
Ａ：２２．０未満（がさつきが全く感じられず、非常に良好な粒状性。）
Ｂ：２２．１～２４．０（がさつきがほとんど感じられず、良好な粒状性。）
Ｃ：２４．１～２６．０（がさつきが少し感じられるが、実用上問題ない粒状性。）
Ｄ：２６．１～２８．０（がさつきが感じられ、粒状性も悪い。）
Ｅ：２８．１以上（がさつきがかなり感じられ、粒状性も非常に悪い。）
【０２４７】
　また、前記普通紙に代えてＯＨＰシートを用い、同様に出力した未定着画像を上記改造
外部定着器にて定着させ、ＯＨＰシート及びＯＨＰシートに形成された画像の透過率を測
定し、ＯＨＰシートでの透過性を測定した。透過率の測定には、島津自記分光光度計ＵＶ
２２００（島津製作所社製）を使用し、ＯＨＰシート単独の透過率を１００％とし、シア
ントナーの場合、５００ｎｍでの最大吸収波長における透過率を測定し、評価した。評価
基準は以下の通りである。
Ａ：７０％以上（非常に良好な透明性。）
Ｂ：６０％以上７０％未満（良好な透明性。）
Ｃ：５０％以上６０％未満（実用上問題のない透明性。）
Ｄ：４０％以上５０％未満（やや悪い透明性。）
Ｅ：４０％未満（極めて悪い透明性。）
【０２４８】
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　また、前記普通紙を用い、手動で設定温度を変更しながら未定着画像を前記改造外部定
着器によって定着させ、定着開始温度を下限とし、オフセット発生温度を上限とする定着
領域温度を測定した。
【０２４９】
　また、前記普通紙フルカラー複写機（カラーレーザー複写機ＣＬＣ１１５０；キヤノン
製）にシアン現像剤ａ－１を導入し、前記普通紙（カラーレーザーコピア用紙ＴＫＣＬＡ
４；キヤノン製）を用い、紙上のトナー量を変化させて２００線１６階調の画像を形成し
、ＳｐｅｃｔｒｏＳｃａｎ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ（ＧｒｅｔａｇＭａｃｂｅｔｈ社
製）を用い、得られた画像のＬ*とｃ*（彩度）を測定し、Ｌ*－ｃ*座標軸におけるＬ*＝
８０のときのｃ*の値を評価した。その評価基準は以下の通りである。
Ａ：２９以上（非常に良好な彩度。）
Ｂ：２７以上２９未満（良好な彩度。）
Ｃ：２５以上２７未満（実用上問題のない彩度。）
Ｄ：２３以上２５未満（やや悪い彩度。）
Ｅ：２３未満（極めて悪い彩度。）
【０２５０】
　シアントナーに用いた結着樹脂の種類、ワックス（含むワックス分散剤）、着色剤の種
類、部数、平均円形度、分散径０．０５～０．５μｍの顔料の個数％及びＤＳＣによるト
ナーの最大吸熱ピークの極大値を表４及び表５に、得られたトナーにおける分光感度（５
００ｎｍ及び６００ｎｍの波長の光における反射率測定値）、Ｌ*の値と粘弾特性及びト
ナー変形量の測定結果を表６に、また、淡色シアントナー単独使用時において、光学濃度
が０．３５付近のパッチ画像、及び、淡色シアントナーと濃色シアントナーを併用使用時
において、光学濃度が０．８０付近のパッチ画像、がさつき度、定着温度領域、及び、Ｏ
ＨＰシートでの透過性、及びＬ*が８０の時におけるｃ*の値の評価結果を表７に示す。
【０２５１】
　本実施例のシアン現像剤は、がさつき度、定着温度領域、ＯＨＰシートでの透過性及び
彩度のいずれをとっても実用上十分に満足できるレベルであった。
【０２５２】
　＜実施例２＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｆ）とワックス分散媒体
（ＩＩ）によるワックス分散剤のマスターバッチを用いたこと以外は、実施例１とほぼ同
様にしてシアントナーａ－２を作製し、シアン現像剤ａ－２を得た。シアン現像剤ａ－２
を実施例１と同様に評価した。シアン現像剤ａ－２は、表７に示すように、低温定着性は
実施例１よりも良好であり、高温オフセットは若干劣る点も見られたが、十分に実用レベ
ル内であった。
【０２５３】
　＜実施例３＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｇ）とワックス分散媒体
（ＩＩＩ）によるワックス分散剤のマスターバッチを用いたこと以外は、実施例１とほぼ
同様にしてシアントナーａ－３を作製し、シアン現像剤ａ－３を得た。シアン現像剤ａ－
３を実施例１と同様に評価した。シアン現像剤ａ－３は、表７に示すように、耐高温オフ
セットは実施例１よりも良好であり、低温定着性は若干劣る点も見られたが、十分に実用
レベル内であった。
【０２５４】
　＜実施例４＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｂ）とワックス分散媒体
（Ｉ）によるワックス分散剤のマスターバッチを用い、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：
３の部数を０．８質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナー
ａ－４を作製し、シアン現像剤ａ－４を得た。シアン現像剤ａ－４を実施例１と同様に評
価したところ、シアン現像剤ａ－４は、表７に示すように、実施例１に比べて低温定着性
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が若干劣る点も見られたが、十分に実用レベル内であった。
【０２５５】
　＜実施例５＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替え、ワックス（Ａ）を単独で使用し、着色
剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその添加部数を０．７
質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ－５を作製し、
シアン現像剤ａ－５を得た。シアン現像剤ａ－５を実施例１と同様に評価したところ、シ
アン現像剤ａ－５は、表７に示すように、実施例１に比べてがさつき度とＯＨＰシートで
の透過性が若干劣る点も見られたが、十分に実用レベル内であった。
【０２５６】
　＜実施例６＞
　結着樹脂をポリエステル樹脂（Ｉ）の単独使用に替え、ワックス分散剤（Ｉ）のマスタ
ーバッチに替えて、ワックス（Ａ）とワックス分散媒体（ＩＶ）によるワックス分散剤の
マスターバッチを用い、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し
、かつその添加部数を１．８質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシ
アントナーａ－６を作製し、シアン現像剤ａ－６を得た。シアン現像剤ａ－６を実施例１
と同様に評価したところ、シアン現像剤ａ－６は、表７に示すように、実施例１に比べて
がさつき度、ＯＨＰシートでの透過性、及び彩度が若干劣る点も見られたが、実用レベル
の範囲内であった。
【０２５７】
　＜実施例７＞
　結着樹脂をハイブリッド樹脂（Ｉ）とビニル樹脂（Ｉ）を７：３の比率で混合した混合
物に替え、ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｂ）を単独で使
用したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ－７を作製し、シアン現像
剤ａ－７を得た。シアン現像剤ａ－７を実施例１と同様に評価したところ、シアン現像剤
ａ－７は、表７に示すように、実施例１に比べてＯＨＰシートでの透過性、定着領域温度
幅、がさつき度及び彩度のいずれもが劣る点も見られたが、実用レベル内であった。
【０２５８】
　＜実施例８＞
　結着樹脂をハイブリッド樹脂（Ｉ）とポリエステル樹脂（Ｉ）を１：１の比率で混合し
た混合物に替え、ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替え、ワックス（Ｃ）を単独
で使用し、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその添
加部数を０．７質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ
－８を作製し、シアン現像剤ａ－８を得た。シアン現像剤ａ－８を実施例１と同様に評価
したところ、シアン現像剤ａ－８は、表７に示すように、がさつき度、定着領域温度幅、
ＯＨＰシートでの透過性、彩度のいずれもが実施例１より劣るが、全項目において実用レ
ベルの下限範囲内であった。
【０２５９】
　＜実施例９＞
　結着樹脂をビニル樹脂（Ｉ）に替え、マスターバッチを行わないワックス（Ａ）の分散
剤を単独での使用に替え、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３の部数を０．３質量部に変
更し、併用する着色剤を黄系着色剤であるＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０に変更し、
かつその添加部数を０．１質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシア
ントナーａ－９を作製し、シアン現像剤ａ－９を得た。シアン現像剤ａ－９を実施例１と
同様に評価したところ、シアン現像剤ａ－９は、表７に示すように、ビニル樹脂を単独で
使用していることによりグロスが低く、実施例１に比べて彩度、ＯＨＰシートでの透過性
、定着領域温度幅、及びがさつき度がやや劣るものの、黄系着色剤を併用しても実用レベ
ルの下限範囲内であった。
【０２６０】
　＜実施例１０＞
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　結着樹脂をポリエステル樹脂（Ｉ）とビニル系樹脂（Ｉ）とを７：３の比率で混合した
混合物に替え、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３と併用する着色剤を赤系着色剤である
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２に変更し、ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替
えて、マスターバッチを行わないワックス（Ａ）とワックス分散媒体（ＩＩ）によるワッ
クス分散剤を使用したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ－１０を作
製し、シアン現像剤ａ－１０を得た。シアン現像剤ａ－１０を実施例１と同様に評価した
ところ、シアン現像剤ａ－１０は、表７に示すように、がさつき度、定着領域温度幅、Ｏ
ＨＰシートでの透過性、及び彩度がやや劣るものの、赤系着色剤を併用しても実用レベル
内であった。
【０２６１】
　＜実施例１１＞
　結着樹脂をハイブリッド樹脂（Ｉ）とポリエステル樹脂（Ｉ）とビニル系樹脂（Ｉ）と
を５：３：２の比率で混合した混合物に変更し、マスターバッチではないワックス分散剤
を用いた以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ－１１を作製し、シアン現像
剤ａ－１１を得た。シアン現像剤ａ－１１を実施例１と同様に評価したところ、シアン現
像剤ａ－１１は、表７に示すように、がさつき度、定着領域温度幅、ＯＨＰシートでの透
過性、及び彩度がやや劣るものの、実用レベル内であった。
【０２６２】
　＜比較例１＞
　使用するワックスをワックス（Ｄ）に替え、結着樹脂をポリエステル樹脂（ＩＩ）を単
独で使用し、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその
添加部数を０．４質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナー
ａ－１２を作製し、シアン現像剤ａ－１２を得た。シアン現像剤ａ－１２を実施例１と同
様に評価したところ、シアン現像剤ａ－１２は、がさつき度が大きいため、低濃度域にお
ける粒状性が非常に目立つ画像が得られた。また、実施例１に比べるとトナーの載せ量を
多くする必要があり、定着温度領域、ＯＨＰシートでの透過性及び彩度の全ての点におい
て実施例１と比べて大きく劣る結果となった。
【０２６３】
　＜比較例２＞
　使用するワックスをワックス（Ｅ）に替え、結着樹脂をポリエステル樹脂（ＩＩＩ）を
単独で使用し、着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつそ
の添加部数を０．４質量部に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナ
ーａ－１３を作製し、シアン現像剤ａ－１３を得た。シアン現像剤ａ－１３を実施例１と
同様に評価したところ、図４に示した表面改質装置を用いて球形化処理した際にワックス
の表面への露出が進行し、転写効率が低下し、結果的にがさつき度が大きくなり、低濃度
域における粒状感が実施例１と比べて極めて劣る結果となった。また、定着領域温度幅と
ＯＨＰシートでの透過性においても実施例１と比べて大きく劣る結果となった。
【０２６４】
　＜比較例３＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｄ）を用い、着色剤とし
てＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその添加部数を１．２質量部
に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーａ－１４を作製し、シア
ン現像剤ａ－１４を得た。シアン現像剤ａ－１４を実施例１と同様に評価したところ、得
られた画像の低濃度域におけるがさつき度は極めて大きく、また、定着領域温度幅とＯＨ
Ｐシートでの透過性も実施例１に比べると劣る結果となった。
【０２６５】
　＜実施例１２＞
　着色剤をＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３の単独使用で添加部数を５．０質量部に変
更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にして、シアントナーｂ－１（濃色シアントナー
）を作製した。前記シアントナーｂ－１の粉体状態における５００ｎｍの波長の光におけ
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る反射率を測定したところ、２８．３％であり、６００ｎｍの波長の光における反射率を
測定したところ、４．３％であり、Ｌ*の値は３７．９％であった。
【０２６６】
　シアントナーｂ－１と、シリコーン樹脂で表面コートしたフェライトキャリア（平均粒
径４２μｍ）とを、トナー濃度が６質量％になるように混合し、シアン現像剤ｂ－１（濃
色用）を調製した。
【０２６７】
　濃色シアントナーと淡色シアントナーは、両者を併用することにより、がさつき感を抑
え、中間調再現に優れた画像を得ることができるが、その理由について以下に述べる。図
１１に濃色シアントナーｂ－１と淡色シアントナーａ－１をそれぞれ単独で用いた際にお
ける定着画像のトナー載り量と定着された画像の光学画像濃度の関係を示す。
【０２６８】
　実施例１～１１では、淡色シアントナー単独使用において、光学濃度が０．３５付近の
画像におけるがさつき度の評価を行ってきたが、本実施例では、淡色シアントナーと濃色
シアントナーとを併用しているため、より高い画像濃度の再現も可能となる。そこで、本
実施例では、淡色シアントナーのみでは到達することが困難である光学濃度が０．８０付
近の中間調領域における画像のがさつき度の評価を行った。以下、評価方法について述べ
る。
【０２６９】
　市販の普通紙フルカラー複写機（カラーレーザー複写機ＣＬＣ１１５０；キヤノン社製
）のシアン現像器にシアントナーａ－１を含むシアン現像剤ａ－１、マゼンタ現像器にシ
アントナーｂ－１を含むシアン現像剤ｂ－１をセットした。普通紙（カラーレーザーコピ
ア用紙ＴＫＣＬＡ４；キヤノン製）を用い、プリンターモードで、１６階調の淡色シアン
トナーの画像、及び淡色シアントナーの画像パターンを９０度回転した画像パターンの１
６階調の濃色シアントナーの画像を重ねたパッチ画像を形成した。
【０２７０】
　淡色シアン現像剤と濃色シアン現像剤の併用系におけるがさつき度の評価に関しては、
以下の基準によりランク別に評価した。
Ａ：３２．０未満（がさつきが全く感じられず、非常に良好な粒状性。）
Ｂ：３２．１～３４．０（がさつきがほとんど感じられず、良好な粒状性。）
Ｃ：３４．１～３６．０（がさつきが少し感じられるが、実用上問題ない粒状性。）
Ｄ：３６．１～３８．０（がさつきが感じられ、粒状性も悪い。）
Ｅ：３８．１以上（がさつきがかなり感じられ、粒状性も非常に悪い。）
【０２７１】
　実施例１２に関し、前記パッチ画像について、淡色トナーであるシアントナーａ－１と
濃色トナーであるシアントナーｂ－１が混在した光学濃度０．８０付近のがさつき度を評
価したところ、表７に示すようにＯＨＰシートでの透過性、定着領域温度幅及び彩度は淡
色トナー単独時に比べると若干劣るものの実使用上は問題なく、二色を重ね合わせたがさ
つき度を測定した結果、光学濃度０．８０付近のがさつき度は３０．５という数値であり
、シアントナーｂ－１単独使用における光学濃度０．８０付近のがさつき度の測定結果で
ある４２．３と比べ、非常に良好な結果であった。
【０２７２】
　＜実施例１３～２２＞
　実施例１３から２２では、濃色トナーはシアントナーｂ－１に固定し、組み合わせる淡
色シアントナーをａ－２からａ－１１まで順次変更し、実施例１２と同様にして評価した
ところ、表７に示すように、光学濃度０．８０付近のがさつき度、ＯＨＰシートでの透過
性、定着領域温度幅及び彩度は実施例１２には劣るものの、実使用上は問題なかった。
【０２７３】
　＜実施例２３＞
　着色剤をＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３の単独使用で添加部数を８．０質量部に変
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更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーｂ－２を作製した。前記シア
ントナーｂ－２の粉体状態における５００ｎｍの波長の光における反射率を測定したとこ
ろ、２３．１％であり、６００ｎｍの波長の光における反射率を測定したところ、２．３
％であり、Ｌ*の値は３４．５％であった。このシアン現像剤ｂ－２とシアン現像剤ａ－
１を用いて、実施例１２と同様のパッチ画像を形成した。
【０２７４】
　前記パッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、表７に示すようにＯＨＰ
シートでの透過性、定着領域温度幅、彩度は淡色トナー単独時に比べると劣るものの実使
用上は問題なく、二色を重ね合わせたがさつき度を測定した結果、３３．１であり、実用
レベル範囲内であった。
【０２７５】
　＜実施例２４＞
　着色剤をＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３の単独使用で添加部数を３．０質量部に変
更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーｂ－３を作製した。前記シア
ントナーｂ－３の粉体状態における５００ｎｍの波長の光における反射率を測定したとこ
ろ、４４．１％であり、６００ｎｍの波長の光における反射率を測定したところ、４．８
％であり、Ｌ*の値は４３．９％であった。このシアン現像剤ｂ－３（濃色）とシアン現
像剤ａ－１（淡色）とを用いて、実施例１２と同様にパッチ画像を形成した。
【０２７６】
　前記パッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、表７に示すようにＯＨＰ
シートでの透過性、定着領域温度幅、及び彩度は淡色トナー単独時に比べると劣るものの
実使用上は問題なく、二色を重ね合わせたがさつき度を測定した結果、３３．９であり、
実用レベルの範囲内であった。
【０２７７】
　＜実施例２５＞
　前記シアン現像剤ａ－８とシアン現像剤ｂ－２により、実施例１２と同様にパッチ画像
を形成し、このパッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、表７に示すよう
にＯＨＰシートでの透過性、定着領域温度幅、及び彩度は淡色トナー単独時に比べると劣
るものの実使用上は問題なく、二色を重ね合わせたがさつき度を測定した結果、３５．２
であり、実用レベルの下限内であった。
【０２７８】
　＜実施例２６＞
　シアントナーａ－１及びｂ－１を用いて一成分現像評価を行った。ＬＢＰ－２０４０（
キヤノン社製）の定着ユニットを取り外した装置を画像形成装置として用い、定着は実施
例１と同様の外部定着装置を使用して行った。表７に示すようにＯＨＰシートでの透過性
、定着領域温度幅、及び彩度は実施例１２と同様に問題なく、二色を重ね合わせたがさつ
き度を測定した結果、３１．８であり、二成分現像方式と同程度であった。
【０２７９】
　＜実施例２７＞
　本実施例では、図６に示すフルカラー電子写真装置を用い、以下の（ａ）から（ｃ）に
示す現像器と現像剤の組み合わせによって画像を形成し、図６に示す電子写真装置を用い
たときの（ａ）から（ｃ）の現像剤の組み合わせの有意差を調べた。
【０２８０】
　（ａ）：現像器４１１ａに濃色シアン現像剤（実施例１２で使用したシアン現像剤ｂ－
１）、現像器４１２に実施例１の着色剤に替えてＣ．Ｉ．ピグメントレッド１２２を６．
０質量部添加したマゼンタ現像剤、現像器４１３に実施例１の着色剤に替えてＣ．Ｉ．ピ
グメントイエロー１８０を８．０質量部添加したイエロー現像剤、現像器４１４に実施例
１の着色剤に替えてカーボンブラックを４．０質量部添加したブラック現像剤をそれぞれ
用いる。
【０２８１】
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　（ｂ）：現像器４１１ａに濃色シアン現像剤（シアン現像剤ｂ－１）、現像器４１１ｂ
に淡色シアン現像剤（シアン現像剤ａ－１）、現像器４１２に上記マゼンタ現像剤、現像
器４１３に上記イエロー現像剤、現像器４１４に上記ブラック現像剤をそれぞれ用いる。
【０２８２】
　（ｃ）：現像器４１１ｂに淡色シアン現像剤（シアン現像剤ａ－１）、現像器４１２に
上記マゼンタ現像剤、現像器４１３に上記イエロー現像剤、現像器４１４に上記ブラック
現像剤をそれぞれも用いる。
【０２８３】
　その結果、（ａ）と比較して、（ｂ）は低濃度部から高濃度部までの全域に渡り、粒状
性及びがさつきが抑制され、且つ、彩度の高い鮮やかな画像が得られた。一方、（ｃ）は
、低濃度部における粒状性の低減と色再現範囲の増大がみられるものの、中濃度部から高
濃度部における彩度が低下した。また、（ｃ）は、（ａ）と比較して中濃度部の粒状性が
増大した画像となった。すなわち、本発明の範囲にある淡色シアントナーと、濃色シアン
トナーとを使用することで、本実施例のようなフルカラー電子写真装置においても本発明
の効果が十分発揮された。
【０２８４】
　＜比較例４＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｄ）を用い、着色剤とし
てＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその添加部数を２．２質量部
に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーｂ－４を得た。前記シア
ントナーｂ－４の粉体状態における５００ｎｍの波長の光における反射率を測定したとこ
ろ、３８．２％であり、６００ｎｍの波長の光における反射率を測定したところ、４．２
％であり、Ｌ*の値は４０．９％であった。
【０２８５】
　このシアン現像剤ｂ－４とシアン現像剤ａ－４とを用いて、先の実施例１２と同様にパ
ッチ画像を形成した。淡色シアントナーａ－４と濃色シアントナーｂ－４のＬ*の差は１
９．３％と小さく、前記パッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、得られ
た中間濃度域（濃度０．８０付近）のがさつき度を測定した結果、二色を重ね合わせで３
７．５と極めて悪く、トナーの総載せ量も多くなることから、定着領域温度幅は極めて狭
かった。
【０２８６】
　＜比較例５＞
　ワックス分散剤（Ｉ）のマスターバッチに替えて、ワックス（Ｄ）を用い、着色剤とし
てＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を単独で使用し、かつその添加部数を９．０質量部
に変更したこと以外は、実施例１とほぼ同様にしてシアントナーｂ－５を得た。前記シア
ントナーｂ－５の粉体状態における５００ｎｍの波長の光における反射率を測定したとこ
ろ、２２．２％であり、６００ｎｍの波長の光における反射率を測定したところ、１．９
％であり、Ｌ*の値は２９．５％であった。
【０２８７】
　このシアン現像剤ｂ－５とシアン現像剤ａ－１とを用いて、実施例１２と同様にパッチ
画像を形成した。淡色シアントナーａ－１と濃色シアントナーｂ－５のＬ*の差は３４．
４％と大きく、前記パッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、得られた中
間濃度域（濃度０．８０付近）のがさつき度を測定した結果、二色を重ね合わせで３８．
１と極めて悪かった。また、ＯＨＰシートでの透明性及び彩度も極めて悪い結果となった
。
【０２８８】
　＜比較例６＞
　前記シアン現像剤ａ－６とシアン現像剤ｂ－３とを用いて、実施例１２と同様にパッチ
画像を形成した。淡色シアントナーａ－６と濃色シアントナーｂ－３のＬ*の差は３．８
％と極めて小さく、前記パッチ画像について実施例１２と同様に評価したところ、得られ
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８．２と極めて悪く、トナーの総載せ量もやや多くなることから、定着領域温度幅も狭く
なった。また、ＯＨＰシートでの透明性及び彩度も極めて悪い結果となった。
【０２８９】
【表４】

【０２９０】
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【０２９２】
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【０２９３】
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【表８】

【図面の簡単な説明】
【０２９４】
【図１】Ｌ＊ａ＊ｂ＊表色系の概念を立体的に示した図である。
【図２】粉体状態の本発明のシアントナーと、これよりも反射率の低い粉体状態の濃色シ
アントナーの分光分析測定の結果の一例を示す図である。
【図３】本発明のシアントナーと、これよりも反射率の低い濃色シアントナーを用いて形
成した画像の色相の測定結果の一例を示す図である。
【図４】本発明のシアントナーを製造する際に好適に使用される表面改質装置の一例の構
成を概略的に示す図である。
【図５】図４に示す分散ロータ及びその上に設けられる角型ディスクの配置を示す図であ
る。
【図６】本発明のシアントナーを用いるフルカラー画像形成に用いられる画像形成装置の
一例の構造を概略的に示す図である。
【図７】図６に示す画像形成装置で行われる画像処理の一例を示すブロック図である。
【図８】図６に示す画像形成装置の露光装置の構成を概略的に示す図である。
【図９】図６に示す画像形成装置の現像装置の構成を概略的に示す図である。
【図１０】図９に示す現像装置が有する現像器の構成の一例を概略的に示す図である。
【図１１】定着画像のトナー載り量と定着された画像の光学画像濃度の関係を示す図であ
る。
【符号の説明】
【０２９５】
　１　感光体
　２　一次帯電器
　３　露光装置
　４　現像装置
　５　転写体
　５ａ　転写帯電器
　５ｂ　分離帯電器
　５ｃ　転写シート
　６　クリーニング装置
　７　前露光ランプ
　８　搬送ベルト
　９　定着装置
　９ａ　定着ローラー
　９ｂ　加圧ローラー
　１０　給紙カセット
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　１１、１２　給紙ローラー
　１３　レジストローラ
　１４　吸着ローラー
　１５　排紙ローラー
　１６　トレイ
　２０　原稿台ガラス
　２１　画像読み取りユニット
　２１ａ　原稿照射用ランプ
　２１ｂ　短焦点レンズアレイ
　２１ｃ　ＣＣＤセンサ（フルカラーセンサ）
　２２　回転多面鏡
　２３　ｆθレンズ群
　２４　発光信号発生器
　２５　固体レーザ素子
　２６　コリメーターレンズ系
　３０　現像スリーブ
　３１　マグネットローラ
　３２　現像容器
　３３　規制ブレード
　３４　トナーホッパ
　３５　補給口
　３６　隔壁
　３７、３８　搬送スクリュー
　４１　分級ロータ
　４２　微粉回収用排出口
　４３　原料供給口
　４４　ライナ
　４５　冷風導入口
　４６　分散ロータ
　４７　粉体排出口
　４８　排出弁
　４９　ガイドリング
　５０　角型ディスク
　５１　第一の空間
　５２　第二の空間
　５５　ケーシング
　７１　アナログ信号処理部
　７２　Ａ／Ｄ変換部
　７３　シェーディング補正部
　７４　ラインディレイ部
　７５　入力マスキング部
　７６　ＬＯＧ変換部
　７７　ライン遅延メモリ
　７８　マスキング・ＵＣＲ部
　７９　γ補正部
　８０　出力フィルター
　８１　ＬＵＴ
　８２　ＰＷＭ
　８３　レーザドライバ
　４１１ａ、４１１ｂ、４１２～４１５　現像器
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　Ａ　プリンタ部
　Ｂ　画像読み取り部
　Ｌ　走査露光
　Ｐ　転写材
　Ｒ１　現像室
　Ｒ２　撹拌室
　ｔ　トナー
　Ｔ　現像剤

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１０】 【図１１】
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